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「自然環境の保全・利用」報告書要旨 
１ 「見える化」分析の要旨 

【国際的な潮流と都の動向】 

 ➢ 2010年の生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）において、2020年を短期目標とする愛知目標を掲げた。
これを受け、都は、2012年に生物多様性地域戦略として「緑施策の新展開」を策定し、様々な取組を進めている。 

【自然環境の保全・利用に関する都の取組の実績と評価】 

 ＜都市空間における緑の創出＞ 
 ➢ 緑化計画書制度等による緑の保全・創出、緑の東京10年プロジェクト等により着実に実施。2013年の都全域のみ

どり率は50.5%で、2008年からほぼ横ばい。 

 ＜既存緑地の保全、希少種の保全＞ 
 ➢ 1974年から運用する保全地域制度で、これまで50箇所（約758ha）を指定し、2017年度までに16箇所の保全地

域で希少種対策を実施。また、多摩の森林再生について、2017年度までに間伐9,310ha、枝打ち1,907haを実施。 

 ＜水質汚濁対策＞ 
 ➢ 公共用水域に排出する事業場への規制・指導を着実に行っており、東京湾のCODは環境基準の達成が4水域中1水

域に留まるものの、河川のBODは全56水域で環境基準を達成。 

 ＜エコロジカル・ネットワークの構築に向けた緑化の推進＞ 
 ➢ 生態系に配慮した緑化を推進する「江戸のみどり登録緑地」制度を2017年5月に開始したが、東京における緑の

質の取組はまだ始まったばかりであり、今後一層の推進が必要。 

 ＜外来種対策＞ 
 ➢ 2013年度にアライグマ・ハクビシン防除実施計画を策定し区市町村と連携して対策を実施しているものの、生息

域は拡大傾向。伊豆大島におけるキョンの推定生息数は横ばいになった。根絶に向けては、更なる対策強化が必要。 

 ＜自然環境の保全と適正利用＞  
 ➢ 自然公園では、登山客が増加しトレイルランニングなどその利用形態が多様化。こうした中、2017年5月に東京

の自然公園が目指す姿として「東京の自然公園ビジョン」を策定。今後、本ビジョンに基づき、自然公園の豊かな
自然環境の保全と利用とのバランスを図った取組を推進していく必要がある。 

 
 
 上記のうち、一層の推進が必要である「生態系に配慮した緑化の推進」や生態系などに影響を及ぼす「外来種等の防
除」、利用者の増加や利用形態の多様化を踏まえた「自然公園の利用環境整備等」の３つの取組を中心に分析・検討 
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在来種植栽登録
制度「江戸のみど
り登録緑地」：6件 
（2018年4月末） 

•生物多様性の認知度向上を図
ることを直接目的とした普及啓
発は未実施 

•生物多様性保全に積極的な民
間企業やNPO等と連携した普及
啓発が不可欠 

２ 評価要旨と今後の改革の進め方① 

•事業に着手したばかりであり、そ
の意義や効果の理解が不足 

•知識やノウハウを備えた人材の
育成が必要 

•民間企業や業界団体との連携
が不可欠 

現状 課  題 取組の方向性 

生物多様性に
配慮した緑化
を推進し、生き
ものの生息空
間を拡大する 

目指す姿と対象事業 

生態系に配慮した
緑化の推進 

•地域戦略の改定プロセスにおいて、
生物多様性の認知度向上を図って
いく 

•国際協調や民間企業やNPO等との
パートナーシップを重視した官民連
携を図っていく 

•生態系に配慮した緑化に取り組む考
え方や導入の効果などを分かり易く
紹介し、その普及を促進 

•実務的な講習会の開催や関連業界
との連携を通じて、人材育成を図っ
ていく 

捕獲頭数：3,541
頭（2017年度） 

•島外ハンターを増強し、年間推
定増加数相当の3,541頭を捕獲
したため、推定生息数は横ばい
になったが、キョンの根絶に向け
ては、更なる捕獲対策の強化が
必要 

野生生物の適
正管理を推進
し、生態系や 

生活環境等へ
の影響の軽減
を図る 

伊豆大島における
キョン防除 

•根絶に向けて、中長期的な対策の検
討を行い、捕獲圧力を強化する 

•銃器による捕獲強化に必要な補助
柵や、市街地におけるワナへの誘導
柵の設置を拡充する 

•有識者の意見を踏まえて効果的な捕
獲手法を検証し、対策に反映させる 

「緑施策の新展
開」の策定（2012
年5月） 

アライグマ・ 
ハクビシン防除 

捕獲頭数：1,335
頭（2016年度） 

•緑地における生息分布等を把握して
区市町村の取組につなげていく 

•捕獲主体である区市町村への技術
的支援を強化する 

•農作物獣害防止対策を行う市町村に
対し、住宅地における防除対策への
参加を働きかける 

•生息域が広範囲に渡っていると
推定されるが、住宅地、農地、
緑地など生息エリアが広く、全体
の生息状況の把握は困難 

•捕獲エリアも拡大しており、行政
区域を超えた広域的な防除対策
が必要 

生物多様性の認知
度向上 

エコロジカル・ネットワークの構築に 
向けた緑化の推進 

希少種の保全・外来種対策及び  
野生生物の適正管理 
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２ 評価要旨と今後の改革の進め方② 

現状 課  題 取組の方向性 目指す姿と対象事業 

「自然公園の
潜在的な魅力
を掘り起こし、 
豊かな自然環
境や歴史・文
化の保全を図
るとともにその
利用を促進す
る」 
 

「世界自然遺
産である小笠
原諸島の自然
環境を将来に
わたり守り続
ける」 

•外国人旅行者が増加する中で、
利用者から要望の多いトイレの
洋式化は、2020東京大会までに
実施することが必要 

•障がい者をはじめ多様な利用者
の来訪支援が必要 

•高尾・陣場地区では、管理運営協議
会の場を活用して、イベントやＰＲ等
を地域との協働で実施する 

•協議にあたり、地区全体を視野に議
論すること、各々の立場から解決策
を提案することを徹底する 

自然公園施設の
整備・維持管理；
トイレの洋式化率
75％ 

安全・安心・快適な
利用環境の確保 

地元関係者との目
標共有・連携 

管理運営協議会
の設置：2地区 
管理運営計画の
策定：1地区 

•利用の多様化等による環境負荷
の軽減を図るなど、良好な自然環
境や景観を維持するには、地元
自治体や土地所有者等、域内の
関係者との目標共有、理解と協
力を得た取組が必要 

•誰もが快適に自然公園を利用できる
よう、洋式トイレや多言語標識を計
画的に整備する 

•関係者の意見も聞きながら、先進事
例等の調査や障がい者登山等の
ケーススタディーを実施する 

•在来種の植生回復に向けては、
ノヤギ駆除後の状況を踏まえた
更なる対応が必要 

ノヤギ駆除等、小
笠原諸島におけ
る外来種対策を
実施 

植生回復や外来種
対策等、積極的な
環境保全・再生 

•父島でのノヤギ駆除を継続する 

•ノヤギを駆除した他島では、外来植
物や外来ネズミの駆除を行い、在来
植生や海鳥等の生育環境の回復を
図る 

自然環境の保護と適正利用の推進 

民間事業者等と
の連携：協定締結 
3社 

•連携の継続や拡大には、民間事
業者にとっても自然公園事業と
の連携が魅力的であることが不
可欠 

•ＨＰやビジターセンター等施設にお
ける連携事業・協力事業者の紹介
や物販・イベント開催機会の拡充等
により、民間事業者等の連携モチ
ベーションの向上を図る 

民間事業者やボラ
ンティア等、多様な
主体との連携 

「自然公園ビジョン」の
実現に向けた施策展開 
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はじめに 

人間活動に伴う地球環境の悪化はますます深刻となり、地球の限界（プラネタリー・バウンダ
リー）を評価する研究によれば、「種の絶滅」の速度については、既に不確実性の領域を超えて
高リスクの領域にあるとされている。 
 
こうした危機を回避するためには、人々の生活や企業の経済活動を下支えしている自然資本を
世界の各国各地域において、それぞれ確実に保全又は再生していく取組を推進していくことが不
可欠である。 
 
世界各国は1992年に生物多様性条約に署名し、2010年の生物多様性条約第10回締約国会議
（COP10）において、2020年を短期目標とする愛知目標を掲げた。これを受け、都は、2012年に生
物多様性地域戦略として「緑施策の新展開」を策定し、様々な取組を進めている。 
 
一方で、2015年の国連サミットにおいて「持続可能な開発目標（SDGs）」を含む「持続可能な開発
のための2030アジェンダ」が採択され、生物多様性保全については、17の目標のうち「15陸上資
源」などに位置づけられており、更なる取組が求められているところである。 
 
そこで、「見える化改革」では、生物多様性の基盤となる都の自然環境の現状とその施策の取組
状況を分析し、課題を明らかにするとともに、今後の都の取組の方向性について整理を行った。 
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第１章 都における自然環境の保全・利用 
     の現状 
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第１章の概要 

■国際的な潮流と都の動向 

 ➢ 2010年の生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）において、2020年を短期目標とする愛知目標を掲げた。
これを受け、都は、2012年に生物多様性地域戦略として「緑施策の新展開」を策定し、様々な取組を進めている。 

■都の目標と進捗状況 

 ＜エコロジカル・ネットワークの構築に向けた緑化の推進＞ 

 ➢ 生物多様性に配慮した緑化を推進し、生きものの生息空間を拡大するため「江戸のみどり登録緑地」制度を2017
年5月に開始し、6件（2018年4月末）を登録・公表したが、東京における緑の質の取組はまだ始まったばかりであ
り、今後一層の推進が必要。 

 ＜外来種対策＞ 

 ➢ 野生生物の適正管理を推進し、生態系や生活環境等への影響の軽減を図るため、2013年度にアライグマ・ハクビ
シン防除実施計画を策定し、区市町村と連携して対策を実施。1,335頭（2016年度）を捕獲しているものの、生息
域は拡大傾向。 

 ➢ 伊豆大島のキョンについては、年間推定増加数に相当する3,541頭（2017年度）を捕獲したため、増加に歯止め
がかかり推定生息数は横ばい。 

 ＜自然環境の保全と適正利用＞  

 ➢ 自然公園の豊かな自然環境の保全を図るとともにその利用を促進するため、2017年5月に東京の自然公園が目指
す姿として「東京の自然公園ビジョン」を策定。 

 ➢ 世界自然遺産である小笠原諸島の自然環境を守るため、ノヤギの排除により植物の生育環境は改善したものの、
外来植物の侵入が早く在来種の回復に向けた外来種対策が必要。 

■実施体制等 

 ➢ 政策は「自然豊かで多様な生きものと共生できる都市環境の創造」と「良質な水循環の確保」に大別され、「生
物多様性の保全・緑の創出」「それらを支える環境整備と裾野の拡大」「水環境の向上」の３施策に分類される。 

 ➢ 各施策を実施するにあたり、2018年度予算85億円・人員102人を配分、現場管理を主に行う多摩環境事務所とと
もに事業を展開している。 

 

 

 

第２章では、「生態系に配慮した緑化」や「外来種等の防除」、「自然公園利用環境の整備等」を中心に分析を行う。 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
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第１章 都における自然環境の保全・利用   
     の現状 
   １ 国際的な潮流と都の動向  
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自然資本の重要性と東京の役割 

資料：環境省「生物多様性民間参画ガイドライン第2版」 

国民の生活や企業の経済活動を下支えするのは、自然のストックであ
る「自然資本」であり、世界の一大消費地である東京は世界の自然資
本の上に成り立っている。そのため、東京は都内の自然のみならず、
世界の自然の保全や持続的利用にも目を向けていく必要がある。 

SDGsのウェディングケーキ 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
            １ 国際的な潮流と都の動向 
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世界の潮流と都の動向 

国
連 

東
京
都 

2012 
「緑施策の新
展開」（地域戦
略）策定 

緑の質の取組 

緑の量の取組 

2021 
地域戦略 
改定予定 

2007 
「緑の東京10年プロジェクト」 
 ・海の森公園の整備 
 ・街路樹の倍増 
 ・都市緑化の推進 

都は「緑の東京10年プロジェクト」に基づき、緑の量を増やす取組を推進してきた。一方で、2010年の生物多様性条
約第10回締約国会議（COP１0）で愛知目標（計画期間：2011年から2020年まで）が決定されたことを踏まえて、都は
2012年に生物多様性地域戦略となる「緑施策の新展開」を策定し、これまでの緑の量を増やす取組に加え、緑の質
を高める取組を推進してきた。2020年にはCOP15が開催され、愛知目標の改定が予定されていることから、国際的
な動向を踏まえながら、都の地域戦略の改定や施策の見直しを行っていく予定である。 

1992 
地球サミット 
（生物多様性
条約署名） 

2010 
COP10 
（愛知目標の決定） 

2020 
COP15 
（目標の改定） 

・小笠原諸島世界自然遺産の保全 
・希少種保全、外来種防除 
・生態系に配慮した緑化の推進 
・緑を守る人材育成 等 

・緑化計画書制度 
・学校等校庭芝生化 
・保全地域の指定 
・開発許可制度 等 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
            １ 国際的な潮流と都の動向 
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第１章 都における自然環境の保全・利用 
     の現状 
   ２ 都の目標と進捗状況 
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「自然環境の保全・利用」に関する目標と進捗状況 

政策 

生
物
多
様
性
の
保
全
・ 

緑
の
創
出 

生
物
多
様
性
の
保
全
を
支
え
る 

環
境
整
備
と
裾
野
の
拡
大 

水
環
境
の
向
上 

あらゆる都市空間における 
緑の創出 

エコロジカル・ネットワークの 
構築に向けた緑化の推進 

保全地域や既存緑地等に 
おける緑の保全 

希少種の保全・外来種対策 
及び野生生物の適正管理 

施策 項目 目標 進捗状況 

多様な主体の参画による 
自然環境の保全 

自然環境の保護と 
適正利用の推進 

環境学習や普及啓発の推進 

水質汚濁対策 

水循環の再生と 
水辺環境の向上 

自
然
豊
か
で
多
様
な
生
き
も
の
と
共
生
で
き
る
都
市
環
境
の
継
承 

 民有地における緑化の誘導等を推進し、
新たな緑を創出する 

 生物多様性に配慮した緑化を推進し、 
生きものの生息空間を拡大する 

 保全地域において希少種対策を強化す
る（2024年度に全地域） 

 野生生物の適正管理を推進し、生態系
や生活環境等への影響の軽減を図る 

 保全地域等での自然体験活動参加者数 

  延べ３万３千人（2024年度） 
  延べ５万人（2030年度） 

 自然公園の潜在的な魅力を掘り起こし、 
豊かな自然環境や歴史・文化の保全を
図るとともにその利用を促進する 

 世界自然遺産である小笠原諸島の自然
環境を将来にわたり守り続ける 

 環境学習や体験活動の機会を提供し、
生物多様性の重要性を普及・啓発する 

 海域のCODの環境基準100%達成 
 河川のBODの環境基準100%継続 
  （いずれも2020年度） 

 地下水の保全と適正利用のバランスの
とれた管理方策を構築する 

• 緑化計画書制度における緑の創出（屋上等
緑化）： 約209ha（2001年度～2016年度累計） 

• 在来種植栽登録制度「江戸のみどり登録
緑地」：6件（2018年4月末） 

• 対策実施済みの保全地域：16地域    
（2017年度末） 

• 捕獲頭数：アライグマ・ハクビシン1,335頭
（2016年度）、キョン3,541頭（2017年度） 

• 自然体験活動参加者数：延べ12,416人 
  （ 2017年度末） 

• 東京の自然公園が目指す姿として「東京の
自然公園ビジョン」を策定（2017年5月） 

• 小笠原諸島における外来種対策・植生回復
（ノヤギ、外来植物駆除等） 

• 生物多様性についての理解度：24.6% 
  （2014年 都民生活に関する世論調査） 

• 環境基準の達成状況（2016年度）： 
  海域のCOD 25%（1海域/4海域中）、 
  河川のBOD 100%（56水域/56水域中） 

• 地盤沈下は沈静化しつつあり、地下水位は
全体として回復傾向にあるが、過剰な揚水
により再び沈下が進行する可能性がある 

良
質
な
水
環
境
の

確
保 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
            ２ 都の目標と進捗状況 
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自然環境に関する主な法律・条例 

施策 分野 項目 
関係法令 

法律 条例 

「生物多様性
の保全・緑の
創出」及び 
「それらを支え
る環境整備と
裾野の拡大」 

企画調整 
緑施策の企画調整 

生物多様性基本法、外来
生物法、種の保存法 

自然保護条例、 

花と緑の東京募金
基金条例 生物多様性の保全 

緑地保全 

保全地域の指定・管理、 
都民の自然体験活動
の促進 

森林法、 
自然環境保全法 

自然保護条例、 

東京都都民の森
条例 

開発規制・緑化指導 

森林再生・鳥獣保護管理 

多摩の森林再生 － 

自然保護条例 
鳥獣保護管理 

鳥獣保護管理法 
外来生物法 

自然公園の整備管理・ 
世界自然遺産の保全 

自然公園の整備・管理 
自然公園法、首都圏近郊
緑地保全法 

自然保護条例、 

東京都自然公園
条例 

小笠原諸島の保全と利
用、外来種対策 

水環境の向上 水環境対策 

河川・東京湾の水質汚
濁防止対策 

水質汚濁防止法、ダイオ
キシン類対策特別措置
法、水循環基本法、温泉
法 

環境確保条例、 
自然保護条例 水循環・地下水保全対

策 

  「自然環境の保全・利用」に関する事業は、主に次のような法律、条例に基づいて実施している。 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
            ３ 実施体制 
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施策体系・予算・人員 

「自然豊かで多様な 
生きものと共生できる 
都市環境の創造」 
及び 
「良質な水循環の確保」 

84.4億円 
102人 
（うち部長2人、課長8人） 

人事・庶務・経理・審議会 

0.2億円 
7人 
（うち課長1人） 

・議会、組織・定数、 
給与、広報、庶務
等 

 

・予算・決算、   
審議会等 

（3人） 

「生物多様性の 
保全・緑の創出」
及び 
「それらを支える 
環境整備と 
裾野の拡大」 

72.2億円 
69人 
（うち課長5人） 

12.0億円 
24人 
（うち課長2人） 

自然公園の 
整備管理・ 
世界自然 
遺産の保全 

水環境対策 

森林再生・ 
鳥獣保護 
管理 

緑地保全 

21.1億円 
23人 
（うち課長1人） 

15.5億円 13人 
（うち課長1人） 

33.4億円 24人 
（うち課長1人） 

12.0億円 
24人 
（うち課長2人） 

河川・東京湾の水質 
汚濁防止対策 
（14人） 

水循環・地下水保全
対策 
（8人） 

• 公共用水域の水質監視、      
水質汚濁防止に係る規制指導 等 
 

• 水循環に係る企画調整、       
地下水揚水規制、温泉掘削許可、 
水辺環境の向上（清流復活事業） 等 

保全地域の指定・ 
管理、都民の自然 
体験活動の促進 
（12人） 

開発規制・緑化指導 
（10人） 

• 保全地域の公有化・希少種対策、 
• 東京グリーン・シップ・アクション、      

東京グリーン・キャンパス・プログラム、  
保全地域体験プログラム 等 

• 開発許可、緑化計画書 等 

多摩の森林再生 
（3人） 

鳥獣保護管理 
（9人） 

• 森林の間伐、水の浸透を高める枝打ち 等 
 

• アライグマ・ハクビシン防除、伊豆大島に 
おけるキョン防除、鳥獣保護・狩猟取締 等 
 

自然公園の整備・ 
管理、 
（21人） 

小笠原諸島の保全と 
利用、外来種対策 
（2人） 

• 自然環境状況の把握と情報収集・分析、 
• 地元関係者との目標共有・連携、 
• 安心・安全・快適な利用環境の確保 等 

• エコツーリズムの推進、植生回復・外来種
対策等の環境保全・再生等 

企画調整 

2.2億円 9人 
（うち課長2人） 

緑施策の企画調整 
（4人） 

生物多様性の保全 
（3人） 

• 緑施策に係る企画調整、学校等校庭
芝生化、花と緑の東京募金 等 

• 在来種植栽の推進、緑の指標調査、
レッドリスト、危険な外来生物 等 

 「自然環境の保全・利用」は、２つの政策に大別され、さらに５つの分野に分類される。各施策を実施するにあたり、
予算・人員を次のように配分している。 

自然環境の保全・利用 

水環境の向上 
（3人） 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
            ３ 実施体制 
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実施体制 

庁内関係各局 
• 校庭芝生化（生活文化局・福祉保健局） 
• 島しょ関係（総務局各支庁） 
• 清流復活事業（水道局・下水道局）  等 

自然環境部・多摩環境事務所（環境改善課・自然環境課） 

【許認可・届出】 
• 開発許可、緑化計画書 
• 自然公園行為規制 
• 狩猟免許・狩猟許可 
• 温泉掘削・動力装置 
• 特定施設         等 

【補助金】  
• 校庭芝生化 
• 花の都プロジェクト 
• 花と緑による緑化推進 

【指定管理】 
• 自然公園：9施設 
• 都民の森：2施設 

【普及啓発】 
• 花と緑の東京募金 
• 江戸のみどり登録緑地 
• 危険な外来生物       等 

【企画調整】 
• 生物多様性地域戦略 
• 鳥獣保護管理事業計画 
• 自然公園ビジョン 
• 総量削減計画 
• 自然環境保全審議会  等 

国（環境省、経済産業省、 
   国土交通省） 
• 自然公園整備 
• 外来種対策（小笠原） 
• 森林保全 
• 総量削減計画    等 

区市町村 
• 花の都プロジェクト 
• 保全地域の維持管理 
• 森林再生 
• 外来生物対策 
• 野生生物の適正管理 
• 自然公園・都民の森 等 

執行委任、 
連携・調整 

連携・調整、交付金 

業務委託 

東京都環境公社（監理団体） 
 

 

【維持管理（業務委託）】 
• 保全地域の日常管理  等 

【普及啓発（業務委託）】 
• 保全地域体験プログラム  等 

【企画調整（業務委託）】 
• 調査研究 

 

業務委託 

都  民  ・  事  業  者  ・  Ｎ  Ｐ  Ｏ 

【企画調整】 
意見 
【許認可・届出】 
申請、処分 
【補助金】 
申請、交付 
【指定管理】 
利用、公募 
【普及啓発】 
参加、意見 等 

【維持管理】 
連携・調整 

【普及啓発】 
広報/参加等 

問合せ等 広報 

連携・調整、 
支援、補助、指定管理 

 多様な関係機関と連携・調整し、各種事業を実施している。 
 

受託事業者 
 

 【企画調整（業務委託）】 
• 各種調査       等 

【普及啓発（業務委託）】 
• 各種ＷＥＢサイトの 
 管理運営 
• 各種講習会の実施 等 

 

参加等 広報 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
            ３ 実施体制 
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予算の推移 

 過去５年における各施策の予算額は次のとおり。 

政策 施策 項目 2014 2015 2016 2017 2018 備考 

自
然
豊
か
で
多
様
な
生
き
も
の
と
共
生
で
き
る 

都
市
環
境
の
継
承 

生物多様性の保全・
緑の創出 

あらゆる都市空間における緑の創出 30,262 19,671 18,901 18,762 12,143 

エコロジカル・ネットワークの構築に
向けた緑化の推進 

7,379 14,526 1,525 1,184 5,538 

保全地域や既存緑地等における緑
の保全 

253,465 277,024 249,129 267,820 282,362 
保全地域の公有化、枝打
ち等 

希少種の保全・外来種対策及び野
生生物の適正管理 

27,506 30,624 44,540 60,809 88,960 

生物多様性の保全
を支える環境整備と
裾野の拡大 
 

多様な主体の参画による自然環境
の保全 

756 9,963 10,086 12,518 10,160 

自然環境の保護と適正利用の推進 320,127 306,946 306,467 325,590 315,140 自然公園の整備・管理等 

環境学習や普及啓発の推進 6,667 7,058 6,714 7,951 8,585 

良
質
な
水
環

境
の
確
保 

水環境の向上 

水質汚濁対策 17,484 19,834 21,503 19,703 20,386 

水循環の再生と水辺環境の向上 85,798 76,873 80,778 87,233 99,230 
水辺環境の向上（清流復
活事業）等 

人事・庶務・経理・審議会 2,479 3,694 1,982 1,848 1,811 

合計 751,923 766,213 741,625 803,418 844,315 

（単位：万円） 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
            ３ 実施体制 
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事業の委託化 

 2018年度予算のうち、都が直接執行している事業、民間に業務委託（指定管理を含む）を行っている事業、監理団
体に業務委託を行っている事業の内訳や金額は次のとおり。 

政策 施策 項目 事業費 
直接執行 民間委託 監理団体委託 

主な事業内容 金額 主な事業内容 金額 主な事業内容 金額 

自
然
豊
か
で
多
様
な
生
き
も
の
と
共
生
で
き
る
都
市
環
境
の
継
承 

生物多様
性の保全・
緑の創出 

あらゆる都市空間
における緑の創出 

12,143 
緑化指導・学校等校
庭芝生化 

12,143 

エコロジカル・ネット
ワークの構築に向
けた緑化の推進 

5,538 
在来種植栽の推進 

5,538 

保全地域や既存緑
地等における緑の
保全 

282,362 
保全地域の公有化 

146,884 
保全地域における希
少種対策・枝打ち 135,478 

希少種の保全・外
来種対策及び野生
生物の適正管理 

88,960 
伊豆大島における
キョン防除 88,960 

生物多様
性の保全
を支える 
環境整備
と裾野の
拡大 

多様な主体の参画
による自然環境の
保全 

10,160 
保全地域体験プ
ログラム 10,160 

自然環境の保護と
適正利用の推進 

315,140 
自然保護指導員（レ
ンジャー） 

10,433 
自然公園の整備・ 
管理 

304,707 

環境学習や普及啓
発の推進 

8,585 
民間連携による環境
学習 

8,585 

良
質
な
水
環

境
の
確
保 

水環境の
向上 

水質汚濁対策 20,386 
総量規制等の着実
な実施 

20,386 

水循環の再生と 
水辺環境の向上 

99,230 
水辺環境の向上（清
流復活事業） 

99,230 

人事・庶務・経理・審議会 1,811 審議会の運営 1,811 

合計 844,315 179,856 654,299 10,160 

（単位：万円） 

第１章 都における自然環境の保全・利用の現状 
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実施事業 

• 緑化計画書制度における緑の創出、学校等校庭芝生化 等 
• 花の都プロジェクト、花と緑による緑化推進 

• 生物多様性地域戦略の策定、多様な主体の参画によるエコロジカル・ネットワーク構築の
推進（在来種植栽登録制度「江戸のみどり登録緑地」） 等 

• 保全地域の公有化・希少種対策、開発許可 等 
• 多摩の森林再生（森林の間伐、水の浸透を高める枝打ち）  等 

• レッドリスト、危険な外来生物 等 
• アライグマ・ハクビシン防除、伊豆大島におけるキョン防除、鳥獣保護・狩猟取締 等 

• 東京グリーン・シップ・アクション、東京グリーン・キャンパス・プログラム、保全地域体験
プログラム 等 

• 自然環境の状況の把握と情報収集・分析、植生回復・外来種対策等の環境保全・再生
（自然保護指導員） 等 

• 地元関係者との目標共有・連携、人と自然の繋がりの再生（エコツーリズムの推進） 等 

• 安心・安全・快適な利用環境の確保（自然公園の整備・管理）、東京の豊かな自然の魅力
や価値の発信、民間事業者やボランティア等多様な主体との連携 等 

• 民間連携による環境学習の推進 等 
• 花と緑の東京募金 等 

• 総量規制等の着実な実施（公共用水域の水質監視、水質汚濁防止に係る規制指導） 等 

• 地下水揚水規制、温泉掘削許可、水辺環境の向上（清流復活事業） 等 

生
物
多
様
性
の
保
全
・ 

緑
の
創
出 

生
物
多
様
性
の
保
全
を
支
え
る 

環
境
整
備
と
裾
野
の
拡
大 

水
環
境
の
向
上 

あらゆる都市空間における 
緑の創出 

エコロジカル・ネットワークの
構築に向けた緑化の推進 

保全地域や既存緑地等に 
おける緑の保全 

希少種の保全・外来種対策 
及び野生生物の適正管理 

多様な主体の参画による 
自然環境の保全 

自然環境の保護と 
適正利用の推進 

環境学習や普及啓発の推進 

水質汚濁対策 

水循環の再生と 
水辺環境の向上 

自
然
豊
か
で
多
様
な
生
き
も
の
と
共
生
で
き
る
都
市
環
境
の
継
承 

良
質
な
水
環
境
の

確
保 

政策 施策 項目 

第２章の概要 都の取組の体系 
 生物多様性保全の取組を加速させるための「生物多様性に配慮した緑化」や生態系などに大きな影響を及ぼす「外

来種等の防除」、利用者の増加や利用形態の多様化を踏まえた「自然公園利用環境の整備等」を中心に環境基本計
画に基づく以下の体系により、都の取組を点検・評価 
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これまでの実績と評価 

• 開発許可制度や緑化計画書制度等による緑の保全・創出、緑の東京10年プロジェクト等
により着実に実施。2013年の都全域のみどり率は50.5%で、2008年からほぼ横ばい。 

• 生態系に配慮した緑化を推進する「江戸のみどり登録緑地」制度を2017年5月に開始した
が、東京における緑の質の取組はまだ始まったばかりであり、今後一層の推進が必要。 

• 1974年から運用する保全地域制度で、これまで50箇所（約758ha）を指定し、2017年度まで
に16箇所の保全地域で希少種対策を実施してきた。また、多摩の森林再生について、
2017年度までに間伐9,310ha、枝打ち1,907haを実施してきた。 

• 2013年度にアライグマ・ハクビシン防除実施計画を策定し、区市町村と連携して対策を実
施。アライグマ・ハクビシン1,335頭（ 2016年度）を捕獲しているものの、生息域は拡大傾向。
伊豆大島のキョンについては、年間推定増加数に相当する3,541頭（ 2017年度）を捕獲し
たため、推定生息数は横ばいになった。根絶に向けては、更なる対策強化が必要。 

• 企業、NGO/NPO、大学等とのパートナーシップによる緑地保全活動に加え、都民が参加
しやすい保全体験プログラムを提供してきた。保全地域等での自然体験活動参加者数は、
2017年度末で延べ12,416人に上り、目標達成に向け、着実に実施している。 

• 自然公園では、登山客が増加し、トレイルランニングなどその利用形態が多様化している。
こうした中、 2017年5月に「東京の自然公園ビジョン」を策定し、東京の自然公園が目指す
姿を打ち出したところ。今後、本ビジョンに基づき、自然公園の豊かな自然環境の保全と
利用とのバランスを図った取組を推進していく必要がある。 

• 環境学習や普及啓発に関しては、各施設でのパネル展示や民間との連携、レッドデータ
ブックなどウェブを通じた普及啓発など、様々な場面で自然の大切さや生物多様性保全
への都民の理解を促進している。 

• 公共用水域に排出する事業場への規制・指導を着実に行っており、東京湾のCODは環境
基準の達成が4水域中1水域に留まるものの、河川のBODは全56水域で環境基準を達成
している。 

• 法令に基づき、揚水規制を行いながら、地下水の実態を様々な角度から検証している。 
また、水量が著しく減少した都市河川や水路に下水の高度処理水を導水し、水辺環境の
維持、回復に努めている。 

政策 施策 
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今後の課題 

• 多様な主体との連携に
よる生態系に配慮した
緑化（緑の質の向上）の
取組の更なる推進が必
要である。 
 

• 生態系などに大きな影
響を及ぼすアライグマ・
ハクビシン及びキョンの
防除に向けた一層の取
組を進める必要がある。 
 

• 利用者層や利用形態の
多様化に対応した利用
環境の整備や、地元や
民間事業者など多様な
主体と連携した取組を
進める必要がある。 

※「これまでの実績と評価」
の太字下線部分について検
討していく 

第２章 都の取組の点検・評価 
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第２章の概要 点検・評価 
 都の取組の点検・評価の結果、以下のとおり、課題を取りまとめた。 



第２章 都の取組の点検・評価 
   １ エコロジカル・ネットワークの 
     構築に向けた緑化の推進    

22 



2012年5月 「緑施策の新展開」策定 
・都は、COP10を受けて、「人と自然が共生する都市東京」を
将来像に掲げた生物多様性地域戦略 「緑施策の新展開」
を策定 

「緑の質」の向上 

■緑の東京10年プロジェクト 
  （2007～2016年） 
  ・海の森の整備 
  ・街路樹を100万本に倍増 
  ・新たに1000haの緑の創出 
  ・緑のムーブメントの展開  

「緑の量」の確保 

 【みどり率の推移】 
   2003年 52.4% 
   2008年 50.7% 
   2013年 50.5% 

   ⇒ほぼ横ばい 
     （長期的には減少傾向） 

 【生物多様性保全に向けた国内外の動き】 
  

 1992年 生物多様性条約署名（地球サミット） 
 1993年 生物多様性条約発効 
 2008年 生物多様性基本法の成立 
 2010年 第10回締約国会議（COP10：愛知） 
  ⇒生物多様性戦略計画2011-2020（愛知目標） 
   ・長期目標（2050年）：「自然と共生する世界」 
   ・短期目標（2020年）：「効率的かつ緊急な行動」 
   

  2020年 第15回締約国会議（COP15：中国） 
  ⇒愛知目標が改定される見込み 

 緑の量の確保に向けた 
 取組は引き続き実施 

 「緑の量」を確保する取組とともに、生物多様性 
 の保全など「緑の質」の向上にも重点 

2021年頃 
・COP15で提示される新たな目標又はその後策定が予定され
ている国家戦略を踏まえて、東京都の生物多様性地域戦略
を改定 

本検討では、今後の国際的な動向や都の地域戦略の改定を
見据え、「自然と共生する都市環境」の実現に向けて事業の
分析を行う 

2016年3月 「東京都環境基本計画」策定 
・環境政策の方向性を、「自然豊かで多様な生きものと共生で
きる都市環境の継承」とし、「生物多様性の保全」を基軸に 

生物多様性保全に向けた国内外の動向と都の取組 

23 

                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 



「生物多様性地域戦略」改定スケジュール 
                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 
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1992 1993 1994 1995 ～ 2002 ～ 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

●地球サミット（生物多様性条約署名） ●COP10（愛知） ●COP15（中国）

●生物多様性条約発効

◎生物多様性条約締結 ●「生物多様性基本法」成立

◎「生物多様性国家戦略」策定 ●「生物多様性国家戦略2012-2020」策定 ●国家戦略改定

◎「新・生物多様性国家戦略」策定

◎「第三次・生物多様性国家戦略」策定

◎「生物多様性国家戦略2010」策定

●「緑施策の新展開」（2020年目標） ●地域戦略改定

　（東京都版生物多様性地域戦略）

◎｢東京都環境基本計画｣（2020年目標）

◎｢2020年に向けた実行プラン｣（2020年目標）

◎「都市づくりのグランドデザイン」

都

国連

国

2020年を目標年次としている現行の都の生物多様性地域戦略を、国際的な動向や国の動向を踏まえて改定 



全国*における「生物多様性」の認知度 

 COP10 開催（平成22［2010］年度2回
目）以降、「生物多様性」の認知度は低
下傾向にあったが、平成27［2015］年度
から平成28［2016］年度にかけて認知
度は微増している。  
 平成28［2016］年度では、「聞いたこと
がある」を含めて約70％が認知してい
る。 

*全国・20 歳以上の男女（無作為抽出） 
資料：環境省「平成28 年度生物多様性認知度等調査（インターネット調査）の結果」 

東京*における「生物多様性」の認知度   

「生物多様性」に対する都民の認知度
は、「聞いたことはある」を含めて平成
26（2014）年度時点で63％となっている。
なお、「言葉の意味を知っている」と回
答した割合は、4分の1にとどまってい
る。 

*東京都全域に住む満20歳以上の男女個人 
資料：都民生活に関する世論調査（2014年8月 東京都生活文化局） 

「生物多様性」について「知っている」人の割合が、全国・東京ともに２５％に止まっており、 

生物多様性に対する都民の認知度の向上が必要 25 

                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 



エコロジカル・ネットワークに貢献する緑地の整備 
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                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 

• 東京に昔から生育している植物を植えたり、 
生きものの生息に適した環境づくりに取り組む
民間緑地を登録 

アークヒルズ 仙石山森タワー ビオガーデン 
「フジクラ 木場千年の森」 

【駿河台ビルの取組例】 

エゴノキ 

・野鳥が食べる、実をつける樹木を植栽 
・野鳥の水浴び場所となる、バードバスを設置 

三井住友海上駿河台ビル 
及び駿河台新館 

【登録緑地の例】 

バードバス 

・皇居と上野公園を結ぶ、新たなエコロジカル・
ネットワークを形成 

「江戸のみどり登録緑地」 

ヤマガラ 

野鳥のエコロジカル・ネットワーク 



生態系に配慮した緑化の推進 

      

○生態系に配慮した緑化のための講習会 
  （2017年度～） 
 

 ・設計者、緑地管理者、ゼネコン、行政など 
 ・2017年度 4回開催（1/29、2/2、2/8、2/14） 
  参加者 約250名 
 
 

○民間団体との連携 
 

 ・緑地の評価を実践する民間組織の講習会でＰＲ 
  出席者 計4回、約120名 
 ・緑地の設計や維持管理に関する業界団体と意見 
  交換を実施 
 
 

                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 

生態系に配慮した緑化を東京全域で展開するため、東京に昔から生育している植物（在来種）を活かした植栽の
考え方や、具体的な設計・管理のノウハウに関する普及啓発を実施 

27 

○植栽時における在来種選定ガイドライン 
  （2014年5月） 
 

 ・生態系に配慮する観点から、 
  植栽地の環境に適した在来 
  種の構成をもとに植栽樹種 
  を選定する考え方を整理 
 
 

○生物多様性の回復に向けた緑化推進フォー 
  ラム（2017年3月） 
 

 ・基調講演「生きものと共生する都市づくり」 
 ・パネルディスカッション「生物多様性の回復に向け 
  た緑化を広めるために」 
 ・参加者 約230名 
 



在来種植栽の現状 

 従来、緑化においては在来種よりも園芸品種や外来種が多く使われている 
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＜建築物等の敷地内の緑地における在来種の利用状況＞ 

n=1681 
n=1686 

n=1548 
n=1521 

（自然保護条例に基づく緑化完了届（平成23年度～平成25年度）より集計） 

建物敷地内の緑地における在来種植栽（高木）の中央値は、面積割合で２６％、種数はわずか１種に止まっており、 

生きものの生息・生育に適した豊かな植生とは言えない状況にあり在来種植栽の普及が必要 
28 

                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 



在来種植栽の管理コスト 
 生態系に配慮した緑化について、植栽タイプや管理手法の違いによる管理コストの比較を行った 
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                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 

【植栽タイプによる比較】 

在来種中心の植栽（仙石山森タワー 自然風）と、栽培品種や外来種中心の植栽（アークヒルズ 庭園風）に
おいて、全体としての管理コストに大きな差は見られない 

人工数／
100㎡ 

【管理手法による比較】 

仙石山森タワー内で、生態系に配慮
した管理*1と通常の管理*2を行った場
合において、管理コストにほとんど差
は見られない 

生態系配慮 

エリア 

通常管理 

エリア 

＜エリア別の管理作業人工数の比較 
（4月～翌年2月の合計）＞ 

*1：生態系配慮の観点から、化学薬品の使用を控え、
緑の状況に応じた管理を実施 

*2：利用者や近隣住民への配慮、景観向上の観点か
ら、従来のビルと同様の管理を実施 

在来種中心の植栽や生態系に配慮した管理を実施した事例において、管理コストに大きな影響は見られなかった 

出典：在来種植栽の設計・管理のポイント 

仙石山森タワー アークヒルズ 

＜管理作業人工数の比較（4月～翌年2月の合計）＞ 

仙石山森タワー アークヒルズ 

人工数／
100㎡ 

芝生 落葉 常緑 草本 合計 芝生 落葉 常緑 合計 

⑧その他 

⑦施肥 

⑥散水（手） 

⑤病害虫（薬） 

④病害虫（手） 

③薬剤防除 

②剪定 

①除草 

⑧その他 

⑦施肥 

⑥散水（手） 

⑤病害虫（薬） 

④病害虫（手） 

③薬剤防除 

②剪定 

①除草 



 2017年度 4回開催 （2018年1月～2月） 

 参加者：設計者、緑地管理者、ゼネコン、行政など  約250名  

講習会から見えてきた課題 

＜講習会に関する要望・取り上げてほしいことなど（自由意見）＞ 

• 具体的な管理手法、取組事例、工夫例（成功例、失敗例など）  

• 現場見学の実施 

• 生態系に配慮した緑化の取組とコストとのバランスや従来の管理
手法とのコスト面での比較 

• 生態系に配慮した緑化に取り組むことで得られる効果をビル事業
者などに説明できるデータ 
（取り組む側のメリットがわかる事業者のコメントなど） 

52% 

47% 

35% 

28% 

12% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

維持管理コストが高くなる 

ことが懸念される 

管理手法等の知見が 

不足している 

地域や利用者からの苦情が 

不安である 

意義やメリットが見えにくい 

その他 

＜「生態系に配慮した緑化」に取組むにあたり 
具体的な課題があれば教えてください（複数回答可）＞ 

具体的な管理手法等、現場の知見やコスト、メリット等の情報が不足していると感じている 

n=167 

「生態系に配慮した緑化」に関心がある参加者が多かった 

＜参加した目的について、教えてください（複数回答可）＞ 

80% 

39% 

27% 

21% 

3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生態系に配慮した緑化に 

関心があった 

生物多様性に関心があった 

東京都の取組に関心があった 

講師講演に関心があった 

その他 n=208 

46% 

16% 

27% 

12% 取組んでいる 

取組む予定である 

現在、取組を検討している 

取組む予定は無い 

＜「生態系に配慮した緑化」の取組状況を教えてください＞ 

n=198 

関心が高いにもかかわらず・・・ 

生態系に配慮した緑化に関心がある、または取り組んでいる事業者等の５２％が維持管理のコストに不安を持ち、 

４７％が管理手法の情報が不足していると感じており、緑化の手法やコストとのバランスなど一層の情報提供が必要 
30 

                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 「生態系に配慮した緑化のための講習会」 アンケート結果 



点検・評価（生物多様性の普及促進） 

 「緑施策の新展開」を策定し緑の量を確保する取組に加え、緑の質を高める取組を推進してきた。 
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１ 生物多様性の認知度向上 
（１）「緑施策の新展開」の策定（2012年5月） 
  「緑の量」を確保する取組とともに、生物多様性の保全など「緑の質」の向  
 上にも重点 
 
（２）生物多様性の認知度向上に関連する取組として、次のような様々な機会 
 を捉えて普及啓発を実施 
   ・ホームページ等による普及啓発 
   ・民間との連携による環境学習の推進 
   ・「花と緑の東京募金」を通じた自然環境保全の気運醸成 
   ・自然体験プログラム等を通じた学びの機会の提供  等 
 
２ 生態系に配慮した緑化の推進 
（１）生態系に配慮した緑地の拡大 
   ・在来種植栽登録制度「江戸のみどり登録緑地」の創設 
   ・区市町村を対象とした在来種植栽の推進等に係る補助事業 
   ・「生態系に配慮した緑化 評価ツール（試行版）」の開発 
 
（２）人材育成・普及啓発 
   ・「生態系に配慮した緑化のための講習会」の実施 
   ・緑化の評価を実践する民間組織との連携 
 
 

２ 生態系に配慮した緑化の推進 
・生態系に配慮した緑化の普及啓
発は2017年度に着手したばかり
であり、緑化の意義や効果の理
解は進んでいない。 

・生態系に配慮した緑地の整備や
維持管理に関する知識やノウハ
ウを備えた人材の育成が必要 

・生態系に配慮した緑地の拡大に
は、民間企業や業界団体との更
なる連携が不可欠 

１ 生物多様性の認知度向上 
・これまでの都の取組では、様々
な事業の中で生物多様性に関連
する普及啓発は実施してきた
が、生物多様性の認知度向上を
図ることを直接目的とした普及啓
発は未実施 

・生物多様性の認知度向上には、
生物多様性保全に積極的な民間
企業やNPO等と連携した普及啓
発が不可欠 

現状の都の取組 評価・課題 

                 第２章 都の取組の点検・評価 
                    １ エコロジカル・ネットワークの 
                      構築に向けた緑化の推進 



第２章 都の取組の点検・評価 
   ２ 希少種の保全・外来種対策 
     及び野生生物の適正管理 
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※ 2016年度の捕獲頭数については暫定値 
出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

防除実施計画
策定 

防除実施計画
更新 

年度 

取組開始 

 アライグマ・ハクビシンの捕獲数は右肩上がりに増加している。 

アライグマ・ハクビシン防除： 
 都内における捕獲数の推移（頭）※ 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ２ 希少種の保全・外来種対策 

                     及び野生生物の適正管理 
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アライグマ ハクビシン 



※ 2016年度の捕獲頭数については暫定値 
※ 1メッシュは5キロメートル四方 
出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 アライグマの捕獲エリアは、多摩部だけでなく区部
にも広がっている。 

 

アライグマの捕獲エリア 

 ハクビシンの捕獲エリアは、都内全域に広がってい
る。 

 

ハクビシンの捕獲エリア 

 

• アライグマ・ハクビシンとも、捕獲数は右肩上がりに増加し捕獲エリアも広がっていることから、
生息域も広範囲にわたっていると推定されるが、住宅地、農地、緑地など生息しているエリアが
広いため、全体の生息状況の把握は困難 

• 一方、住宅地や農地での対策は実施されていることから、東京都が主体となり、都内の緑地に
おいて生息状況調査を実施し、生息分布等を把握して、区市町村の取組につなげていく必要 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ２ 希少種の保全・外来種対策 

                     及び野生生物の適正管理 
アライグマ・ハクビシン防除： 
 捕獲エリア（2016年度）※ 
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アライグマ・ハクビシン防除：実施体制 

• 防除実施計画に基づく捕獲実施自治体は26区市町村に増加しているが、捕獲エリアも拡大しており、行政
区域を超えた広域的な防除対策が必要 

• なお、未実施自治体においては、担当部署がない、対策の必要性を感じない、人員や経費不足等が取り組
まない理由であると推測 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ２ 希少種の保全・外来種対策 

                     及び野生生物の適正管理 

【東京都】 
 2013年12月、東京都アライグマ・ハクビシン防除実施計画を策定 
 区市町村への技術的助言、事業費に対する補助等を実施 

【区市町村】 
 外来種防除対策を実施 
 東京都アライグマ・ハクビシン防除実施計画に基づく捕獲実施自治体：26区市町村（2017年度末） 

連携して対策を実施 
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出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

☆ 東京都農作物獣害防止対策事業（産業労働局）で捕獲実施 

☆  ☆  

☆  
☆  

☆  

☆  

☆  

☆  

新宿区・文京区・品川区・目黒区・大田区・世田谷区・渋谷区・中野区・ 杉並区・ 豊島区・北区・荒川区・板橋区・足立区・ 
葛飾区・江戸川区・府中市・昭島市・ 福生市・狛江市・東大和市・武蔵村山市・あきる野市・西東京市・瑞穂町・日の出町 



伊豆大島におけるキョン防除： 
 捕獲数の推移（単位：頭） 

銃器 

張り網 

箱ワナ 

くくりワナ 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

3,541 

2,191 

1,412 

1,022 

727 
827 

753 726 
876 

259 
94 

銃器 

張り網 

箱ワナ 
くくりワナ 
その他 

 2015年度から捕獲を強化、2016年度から緊急対策事業（島外ハンターの導入など）
を実施し、捕獲数が急増 

 2017年度には、過去最大の3,541頭を捕獲 
 

捕獲を強化 

緊急対策事業を開始 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

【経緯】 

 東京都立大島公園に展示用に導入されたが、
1970年の台風によって損壊した飼育施設から
十数頭のキョンが逃走 

 2005年の外来生物法の施行を受け、東京都
は、2007年度から特定外来生物に指定された
キョンの根絶に向けた事業を展開 

 2014年時点の階層ベイズモデルによる推定生
息数が約11,000頭となり、それ以前の推定生
息数（2010年当時）の3,250頭から大幅に増加 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ２ 希少種の保全・外来種対策 

                     及び野生生物の適正管理 
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伊豆大島におけるキョン防除： 
 階層ベイズモデルによるキョンの生息数推定（単位：頭） 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

メス 

オス 

• 年間推定増加数（中央値）相当の3,541頭を捕獲したため、増加に歯止めがかかり推定生息数は横ばいになった 

• 根絶に向けて、中長期的な対策の検討を行い、土地利用や地形に応じた捕獲手法を検証し、捕獲対策に反映 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ２ 希少種の保全・外来種対策 

                     及び野生生物の適正管理 

5,496  
6,511  

7,527  
8,284  

9,116  
10,143  

11,305  

12,786  

14,382  
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17,052  17,109  

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

捕獲を強化 

緊急対策事業を開始 
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点検・評価（外来種対策） 

  区市町村に対して、アライグマ・ハクビシンに係る情報連絡会等による技術的支援や事業費に対する補助等を実施
するとともに、伊豆大島において、地域の状況に応じたキョンの防除対策を実施している。 
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１ アライグマ・ハクビシン防除 
 （１） 技術的支援 
  ① 情報連絡会（年２回） 
   ・生態や被害対策等の最新情報について外部 講師による講義形式で伝達 
  ② 技術講習会（年２回） 
   ・箱わなの取り扱い方法や法令等、対策に必要な技術的な情報を伝達 
  ③ 担当者意見交換会（年１回） 
   ・区市町村の担当者が一堂に会して、取組事例や実施する上での課題等 
    の意見交換・共有化を図り、取組を推進 
 

 （２） 財政的支援 
   区市町村との連携による地域環境力活性化事業 
   ・アライグマ・ハクビシンの捕獲、殺処分、普及啓発等に係る経費のうち、 
    二分の一を補助し、取組を支援 

・対策を実施していない自治体に
対して、補助事業の活用を働き
かけ、取組を推進する必要 

・（①②）区市町村担当者に対し 
て、基礎的な知識や技術を習得
してもらうことに寄与 

・（③）区市町村担当者同士の横
の連携を醸成 

・（全体）対策を進めるために、区
市町村の取組段階に応じた情報
の収集・提供が必要 

現状の都の取組 評価・課題 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ２ 希少種の保全・外来種対策 

                     及び野生生物の適正管理 

２ 伊豆大島におけるキョン防除 
 （１） 高密度地域における捕獲 
   ・生息が高密度な地域において、柵で囲ったなかで銃器等による捕獲を実施 
  

 （２） 開放地における捕獲 
   ・オープンスペースにおいて、銃器、張り網、ワナによる捕獲を実施 
  

 （３） 市街地における捕獲 
   ・銃器の使用ができない市街地において、ワナによる捕獲を実施 

・過去最高となる3,541頭を捕獲
し、キョンの増加に歯止め 

・キョンの根絶に向けて、ハンター 
 をさらに増員するとともに、市街   
 地での捕獲手法の改善が必要 

・銃器による捕獲が全体の６割 

・市街地での捕獲効率が低い 



第２章 都の取組の点検・評価 
   ３ 自然環境の保護と適正利用の 
     推進 
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 東京都の自然公園の概要 

 【制度】   ＜根拠法：自然公園法＞ 

 ･自然の保護及び利用促進、生物多様性の確保が 
  目的 

 ・土地所有を原則とせず、民有地も含む区域を指定 

 ・開発行為の規制等により、自然や風景地を保護 

 【概要】 

 ・都内の代表的な風景地のほとんどを網羅 

 ・都の総面積の約36%を指定 （全国2位、79,882ha） 

 ・年間約1,700万人が利用 

 【施設整備】  

  ・都内の自然公園の主な施設※は、国立公園区域も含め、法定事業計画に基づき、都が施設を整備・維持管理 
   ※登山道約334㎞（山頂標識や案内板等も含む）、トイレ126棟、休憩舎96棟、ビジターセンタ―8か所、キャンプ場12か所等 

 近年の状況と課題 

 

自然公園制度と都における状況 

新たな時代にふさわしい自然公園事業推進の道しるべとなる体系的・戦略的ビジョンを策定 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 
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【課題】 

 ・利用者層や利用形態の多様化に対応した環境整備 

 ・外国人旅行者等の増加を念頭においた地域の観光
資源との連携 

 ・一部地域におけるオーバーユースによる環境負荷や
希少種の盗掘 

 ・小笠原におけるグリーアノールなど、外来種の侵入・
増加による生態系への影響や固有種の被害   等 

【状況】 

 ・高尾山（2007年にミシュランガイドで三つ星を獲得）や
小笠原諸島（2011年6月に世界自然遺産登録）の知
名度が著しく向上  

 ・これまでのハイキングやキャンプ等の利用に加え、
トレイルランニングなど、利用ニーズが多様化 

 ・都心部に近く、手軽に自然に触れられる場所とし
て、海外からの来訪者が増加 



今後の施策展開 

Ⅰ 多様性と連続性が織りなす自然
環境を育む自然公園 

 自然環境の状況を的確に把握し、
情報の収集・分析を行う 

 植生回復や外来種対策などによ
り積極的に自然環境の保全・再生
を行う 

 地域や地元自治体、土地所有者
等の関係者と目標を共有し、良好
な自然環境や景観の保全を行う 

 規制区域の見直しや、行政区域
や事業の垣根を越えた連携を行う
ことにより貴重な自然を守る 

Ⅱ 人と自然との関係をとりもつ自然
公園 

 自然公園が広がる地域の暮らし
（文化・産業等）と自然のつながり
を再生し、地域の魅力や活力を引
き出す 

 人の営みと自然との関係性を実
感できる環境を整える 

 地域における営みを支え自然環
境の守り手ともなる人材の育成等
を行う 

Ⅲ 誰もが訪れ、誰もが関われ、  
誰からも理解される自然公園 

 安全・安心・快適な利用環境の確
保により、内外の多くの人が訪れ
やすい観光資源として活用する 

 東京の豊かな自然の魅力や価値
を多くの人に伝える 

 自然公園内及び自然公園間の回
遊性を向上させる 

 民間事業者やボランティア等多様
な主体と連携する 
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 東京の自然公園ビジョン ～自然に生かされ、自然を活かし、自然公園とともに歩む未来～ （2017年5月策定） 

• 東京の自然公園の持つ魅力を更に拡充し、豊かな自然を守りながら、国内外の多くの方々にその素晴らしさを
体感していただけるよう、自然公園の目指す姿を明示 

自然公園として大事にすべき特徴・価値 

１．多様性と連続性    

２．人の営みとの関係性 

３．都心部からの近接性 

東京の自然公園が目指す姿 

Ⅰ 多様性と連続性が織りなす自然環境を育む自然公園 

Ⅱ 人と自然との関係をとりもつ自然公園 

Ⅲ 誰もが訪れ、誰もが関われ、誰からも理解される自然公園 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

新たな時代にふさわしい自然公園事業の推進 

 



 自然公園は、都の土地所有を原則とせず、国有地や都有地だけでなく、民有地を含む区域を指定するもの。 

 東京の自然公園は、区域の約56％が私有地であり、自然環境の保全を図るには、土地所有者等の理解と協力
が不可欠。 

 自然公園の土地所有区分（上段：面積（ｈａ）、下段：割合（％））    

区分 名称 
土地所有区分※ 

備考 
国有地 公有地 私有地 調査未了 合計 

国立 

秩父多摩甲斐 
406 

（1.2） 
10,349 
（29.3） 

24,543 
（69.5） 

－ 
35,298 

－ 
東京都のみ 

富士箱根伊豆 
878 

（3.2） 
11,526 
（41.9） 

15,095 
（54.9） 

－ 
27,499 

－ 
東京都のみ 

小笠原 
5,404 
（81.5） 

291 
（4.4） 

934 
（14.1） 

－ 
6,629 

－ 
  

国定 明治の森高尾 
452 

（58.7） 
70 

（9.1） 
248 

（32.2） 
－ 

770 
－ 

  

都立 

滝山 

439 
（4.5） 

801 
（8.3） 

4,043 
（41.7） 

4,403 
（45.5） 

9,686 
－ 

  

高尾陣場 
多摩丘陵 

狭山 
羽村草花丘陵 

秋川丘陵 

全体 
  7,579 

（9.5） 
23,037 
（28.8） 

44,863 
（56.2） 

4,403 
（5.5） 

79,882 

－ 
  

近年の利用の多様化等による環境負荷の軽減を図るなど、良好な自然環境や景観を維持するには、地元自治体や
土地所有者等、域内の関係者と目標を共有し、理解と協力を得ながら取り組むことが必要 

出典： 「東京の自然公園ビジョン」東京都環境局自然環境部 作成 

地元関係者との目標共有・連携： 
 自然公園の土地所有区分 
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                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 



 高尾・陣場地区自然公園管理運営協議会を設置（2017年11月） 

 地域ルールを協働で検討し、「高尾・陣場地区自然公園管理運営計画 ～高尾・陣場ビジョン ～ 」を策定（2018

年8月） 

※  次の２つの自然公園 
  赤線内 ： 明治の森高尾国定公園 
  青線内 ： 都立高尾・陣場自然公園    

民間 行政 

公共交通機関 

地元商店会 

薬王院 

八王子市観光協会 

ＮＰＯ（自然環境保全） 

事務局：東京都環境局 
自然環境部・多摩環境事務所 

地元：八王子市 

隣接：神奈川県 

隣接：相模原市 

保全活動ボランティア団体 

安全・安心：高尾警察 

土地所有：林野庁 

高尾、陣場地域の関係者※と連携し、協働型の管理運営を推進 

安全・安心：八王子消防 

自然保護ＮＰＯ等 

東京都森林組合 

対象エリア※ 

※  協議内容に応じ、オブザーバーの参加を募る 

地元関係者との目標共有・連携： 
 高尾・陣場地区自然公園管理運営協議会 
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                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

指定50周年記念事業をはじめ、協議会メンバーの強みを活かしたイベントの開催、ＰＲや各種ハード事業等につい
て、情報共有・連携を図りながら推進することが必要 



 御岳山・日の出山地区自然公園管理運営協議会を設置（2018年7月） 

 当該地区が直面する課題や目指すべき方向性等を、「保護」と「利用」の両面の関係者が共有し、協働で取組を

推進するための体制整備を図る  

民間 

行政 観光協会（御岳山、 
青梅市、日の出町） 

公共交通機関 

武蔵御嶽神社 

御岳山自治会 

ＮＰＯ（自然環境保全） 

事務局：東京都環境局 
自然環境部・多摩環境事務所 

安全・安心：青梅警察 

保全活動ボランティア団体 

安全・安心：青梅消防 

地元：青梅市、日の出町 

地域の関係者※と連携し、協働型の管理運営を推進 

自然保護ＮＰＯ等 

東京都森林組合 

対象エリア 

※  協議内容に応じ、オブザーバーの参加を募る 

地元関係者との目標共有・連携： 
 御岳山・日の出山地区自然公園管理運営協議会 
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                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

協議にあたっては、協議会に参加する各構成員が各々立場が異なる主体であることを認識し、互いの意見を尊重
することが必要 
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 世界自然遺産の登録決定（2011年6月、第35回世界遺産委員会） 

  ・登録基準  「生態系」 

  ・固有種が多いこと、適応放散の証拠の多いことの両方が他の進化過程を示す資産とは異なっている  

  ・登録条件として、委員会から示された要請事項・奨励事項への継続的な対応が必要  

   【要請事項】  
    ・侵略的外来種対策の継続 
    ・観光や諸島へのアクセス等、重要なインフラ開発の事前の厳格な環境影響評価 

   【奨励事項】  
    ・海域公園地区の拡張、気候変動の影響評価、モニタリング、 
     適切な観光方針・観光管理定  :等 
 

 世界自然遺産小笠原諸島管理計画 

   ・環境省・林野庁・文化庁・東京都・村が合同で策定公表している管理 
   計画、生態系保全アクションプランに基づき、上記管理機関が連携して 
   保全事業を実施   

   ・保全事業の計画・実施にあたっては、学識者からなる「科学委員会」 
   に科学的見地からの指導・助言・確認を受けるとともに、地域の関係 
   団体からなる「地域連絡会議」と常に連携する体制 
        

アニジマカタマイマイ 

小笠原の豊かな自然の積極的保全・再生： 
 世界自然遺産の登録・保全 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 
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 東京都の役割（都が担う保全事業） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 兄島の虫媒花植物保全対策（グリーンアノール対策） 

  ・兄島侵入を初確認(2013年3月22日）  

  ・都の対応 Cライン以西の保全 
   ①動物・植物モニタリング（2014年～） 
   ②グリーンアノール分布拡散防止柵を設置（2016～2017年） 

第３次防衛Ｃライン 

 

第２次防衛Ｂライン 

 

 

第１次防衛Ａライン 

 

 
2014年5月確
認地点 

 

 

グリーンアノール 拡散防止柵 Ｃライン 

小笠原の豊かな自然の積極的保全・再生： 
 都が担う保全事業 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

外来種対策（植生回復） 
虫媒花植物保全対策（兄島）、ノヤギ排除（父島）、外来食部排除（父島列島、聟島列島）、
外来ネズミ対策（聟島、南島）等 

希少種保全 
アカガシラカラスバト保護増殖、オガサワラシジミ保全事業、オガサワラオオコウモリ保全
事業等 

モニタリング調査 植生回復など各種事業に伴うモニタリング調査 

エコツーリズム 東京版エコツーリズムの推進（ガイド養成等） 

環境配慮 公共事業における環境配慮の徹底 

今後は、台風など厳しい自然環境の下での拡散防止柵の維持、侵入防止・在来種生息維持に向けたモニタリング
の実施が必要 



小笠原の豊かな自然の積極的保全・再生： 
 ノヤギ駆除 

 植生回復・海鳥の生息環境回復に向けたノヤギ駆除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ノヤギ駆除後の変化と課題 

【裸地化による土壌の流出】 【食害による固有種の減少】 【ノヤギの群れ（父島）】 

島名 島面積（ｈａ） 開始年度 終了年度 期間 排除数合計（頭）

媒島 137 1997 1999 ３年 417
嫁島 62 2000 2001 ２年 81
聟島 256 2000 2003 ４年 940
西島 49 2002 2003 ２年 41
兄島 787 2004 2007 ４年 387
弟島 520 2008 2010 ３年 302
父島 2,379 2010 継続中 ５年～ 2,770

聟島列島

父島列島

【2007年4月 兄島北端部】 【2013年2月 兄島北端部】 

・ノヤギ駆除後には、まず、モクマオウ等、外来植物による
植生が復活 

・ただし、クマネズミ等の外来ネズミがいる島では、植生回
復に大きな遅れ 

（父島においては、ノヤギ駆除を継続中） 

【ノヤギの排除状況】 

•ノヤギ駆除により植物の生育環境は改善したが、外来植物の侵入が早く、在来植生の回復には外来種対策が不可欠 

•聟島列島ではクマネズミ等が繁殖しており、海鳥等の生育環境確保には外来ネズミの駆除が必要 47 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 



【訪日・訪都外国人旅行者数の推移】 

出典：東京都観光客数等実態調査（東京都） 

【今回したことと次回したいこと 
 （全国籍・地域、複数回答）】 

出典：環境白書2018（資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」） 

 近年、訪日・訪都外国人旅行者数は右肩上がりで増加しており、
2017年には、それぞれ、2,869万人、1,377万人に達する。 

 訪日外国人旅行者に今回の旅行でしたことと、次回の旅行でしたい
ことを聞いたところ、今回は「日本食」、「ショッピング」、「繁華街の街
歩き」といった都市に関連する項目が上位になっているが、次回
は、「日本食」、「自然・景勝地観光」、「温泉入浴」、「四季の体感」と
いった豊かな自然に関わりの深い項目が高くなる傾向がある。 

安全・安心・快適な利用環境の確保： 
 外国人旅行者の増加とニーズ 

（万人） 

訪日外国人旅行者数 

訪都外国人旅行者数 

622  
836  

1,036  

1,341  

1,974  

2,404  

2,869  

410  
556  

681  
887  

1,189  
1,310  1,377  

0

1,000

2,000

3,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
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                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 



 自然公園利用者アンケート「便所施設に関する要望（望ましいことを7項目から３項目まで選択）」の結果、58% 
が「洋式化」を要望（第１位） 

安全・安心・快適な利用環境の確保： 
 都民ニーズの高いトイレの洋式化 

5 

10 

12 

16 

36 

55 

58 

0 20 40 60 80

その他 

携帯トイレの導入 

ベビーシート、ベビーチェアーの設置 

着替えスペースの設置 

有料トイレの設置 

水洗化 

洋式便器化 

（%） 

出典：自然公園ビジョン（自然公園の管理運営に関するアンケート（2015（年度）） 

・近年、自然公園の利用者層や利用形態が多様化しており、これらに対応した施設整備が必要 
・特に、外国人旅行者が増加する中で、自然公園利用者から要望の多いトイレの洋式化や案内板等の多言語化
は、インバウンド対策の一つとして、2020東京大会までに実施することが必要 

N=1,010人 
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                     の推進 



安全・安心・快適な利用環境の確保： 
 自然公園における多様な利用者の来訪支援 

 自然公園の利用に関するアンケート「どのようにすれば山岳地帯にある自然公園施設の利用者が増えると思うか
（10項目から３項目まで選択）」の結果、６人に１人が「手すりなど誰でも利用できるユニバーサルデザインの導入」
をあげており、高齢者や障がい者等の潜在的な利用ニーズが少なくないことが判明 

1.9 

9.0 

17.4 

17.6 

24.3 

36.1 

37.3 

39.0 

42.8 

54.1 

0 20 40 60 80

その他 

キャンプ施設の充実 

イベントやスポーツ大会の開催 

手すりなど誰でも利用できるユニバーサルデザインの導入 

宿泊施設の充実 

山の幸（キノコや川魚）等、食の魅力の向上 

遊歩道等、施設の安全性の向上 

交通アクセスの改善 

快適性向上のためのトイレ等施設の改修 

山の魅力（優れた景観、山歩きによる健康増進等）のPR 

出典：自然公園ビジョン（2016年度第1回インターネット都政モニター「自然公園の利用」アンケート） 

（%） 

N=477人 

誰もが快適に利用できるよう、自然公園施設のユニバーサルデザイン化を推進することが必要 
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【これまでの取組事例】 

視覚障がい者の登山 車いすでの自然公園の散策 

誰でもトイレ 
（高尾山頂） 

スロープ 
（新島） 

身障者用バス 
（山のふるさと村） 

五感で感じるネイチャーフィーリング
（小峰、奥多摩ビジターセンター） 

安全・安心・快適な利用環境の確保： 
 自然公園における多様な利用者の来訪支援 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

 障がい者をはじめ、多様な利用者が快適に利用できるよう、自然公園施設のユニバーサルデザイン化等を推進 

【取組のイメージ】 

  

安全・安心・快適な利用環境の確保により、自然公園を内外の多くの人が訪れやすい観光資源として活用していく
ことが必要 

 バリアフリー化などのハード対策に加え、多様な利用者がその素晴らしさを体感できる自然公園を目指すことが必要 



民間事業者等多様な主体との連携： 
 連携の必要性 

 自然公園の利用に関するアンケート「どのようにすれば山岳地帯にある自然公園施設の利用者が増えると思うか
（10項目から３項目まで選択）」の結果、「山の魅力のPR」「食の魅力向上」「イベントやスポーツ大会の開催」等、
自然公園の魅力向上に向けた多様なニーズが判明 

1.9 

9.0 

17.4 

17.6 

24.3 

36.1 

37.3 

39.0 

42.8 

54.1 

0 20 40 60 80

その他 

キャンプ施設の充実 

イベントやスポーツ大会の開催 

手すりなど誰でも利用できるユニバーサルデザインの導入 

宿泊施設の充実 

山の幸（キノコや川魚）等、食の魅力の向上 

遊歩道等、施設の安全性の向上 

交通アクセスの改善 

快適性向上のためのトイレ等施設の改修 

山の魅力（優れた景観、山歩きによる健康増進等）のPR 

出典：自然公園ビジョン（2016年度第1回インターネット都政モニター「自然公園の利用」アンケート） 

（%） 

N=477人 

自然公園のPRやイベントの実施等、魅力向上に向けて様々な事業を展開するには、民間活力の導入が有効 
（2017年度「山の日イベント」来場者数22,000人/日等、各社独自の工夫・ノウハウによるPR手法等が効果を発揮） 52 
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                   ３ 自然環境の保護と適正利用  
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民間事業者等多様な主体との連携： 
 連携の拡大 
 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

 指定管理者制度の導入（2006年度～） 
・「公の施設」（山のふるさと村、海のふるさと村等の宿泊施設や各ビジターセンター等）の管理運営について、事業
者のノウハウを活かせる指定管理者制度を導入（2006年度から6施設に導入、2018年度現在11施設に拡大） 

 ⇒管理運営の効率化、ビジターセンターの夏季イベント時の夜間開館など利用者サービスの向上に寄与 

 東京都レンジャー活動に対する民間からの支援（2004年度～） 
  ・被服物資等の支援企業を公募、審査し、協定を締結 
   ⇒連携事業の対象が限定的であり広がりがみられないことから、新規参入がなく、現在１社のみ（靴の提供） 
 

  
 
 

民間事業者との協定に基づく連携事業の実施（2016年度～）                                      
  ⇒2018年度現在3社と連携協定を締結済、自然公園におけるボランティア活動や事業ＰＲについて連携効果を発揮 

 ≪自然公園イベント開催協力≫ 

   ・協賛協力 
   ・ノベルティグッズの提供  

 ≪ボランティア等活動支援≫ 

  ・制帽の提供 
  ・活動時の飲料提供 等 

光るきのこ観察会 

（八丈島）における
配布 
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民間事業者等の事業の普及啓発と自然公園支援をセットにすることにより、民間 
事業者等と自然公園利用者等の双方にメリットがあるよう連携事業の対象を拡大 

コラボパッケージ 
の制作、配布 

  

連携の継続や拡大には、民間事業者にとっても自然公園事業との連携が魅力的であることが不可欠 



点検・評価（自然公園） 

  許認可制度の運用に加え、小笠原諸島においては積極的に手を加えることで自然環境の保全を図るとともに、登山
道等の施設整備や都レンジャー制度の運用等により適正利用を推進してきた。 
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１ 自然環境の保護 

 （１） 地種区分に応じた許認可制度の運用 

   ・守るべき自然の状況等に応じて地種区分（ゾーニング）を行い、国との連携
の下、法令に基づいた許認可制度の運用により、開発行為等から保護 

 （２） 管理運営協議会の設置と地域ルールの策定 

   ・高尾地区（明治の森高尾国定公園、都立高尾陣場自然公園）において、管
理運営協議会を設置し、協議会との協働で管理運営計画を策定 

   ・御岳山・日の出山地区（秩父多摩甲斐国立公園内）において、管理運営協
議会を設置 

 

 

・ノヤギ駆除により植物の生育環
境は改善してきたが、外来植物
の侵入が早く、在来植生の回復
には外来種対策が不可欠 

・聟島列島ではクマネズミ等が繁
殖しており、海鳥等の生育環境
確保には外来ネズミの駆除が必
要 

・許認可制度は開発行為の歯止
めとなっており、自然の風景地の
保護に一定の効果あり 

・利用の多様化等による環境負荷
の軽減を図るなど、良好な自然
環境や景観を維持するには、地
元自治体や土地所有者等、域内
の関係者との目標共有、理解と
協力を得た取組が必要 

・協議にあたっては、協議会の構
成員が各々立場が異なる主体で
あることを認識し、互いの意見を
尊重することが必要 

現状の都の取組 評価・課題 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

 （３） 世界自然遺産小笠原諸島の保全 

   ・国や村はもとより、科学委員会や地域連絡会との連携の下、世界自然遺産
である小笠原諸島の貴重な自然環境を保全 

⇒規制による保護のみならず、ノヤギなど外来種の駆除等、積極的に手を
加える保全事業により、固有種の保全や在来植生の回復を推進 



点検・評価（自然公園） 
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２ 適正利用の推進 

 （１） 自然公園施設の整備・維持管理 

   ・都内の自然公園の主な施設は、国立公園区域も含め、法定事業計画に基
づき、都が施設を整備・維持管理 

⇒登山道約334㎞（山頂標識や案内板等も含む）、トイレ126棟、休憩舎96棟、
ビジターセンタ―8か所、キャンプ場12か所等を整備、維持管理 

・指定管理者制度の導入は、管理
運営の効率化、利用者サービス
向上に寄与 

・自然公園の魅力向上に向けて
様々な事業を展開するには、民
間活力の導入が有効 

・連携の拡大には、民間事業者に
とっても自然公園事業との連携
が魅力的であることが不可欠 

・登山道やトイレの整備は、自然
環境への負荷回避に寄与 

・利用者層や利用形態の多様化
に対応した施設整備が必要 

・外国人旅行者が増加する中で、
トイレの洋式化は、2020東京大
会までに実施することが必要 

・障がい者をはじめ多様な利用者
の来訪支援が必要 

現状の都の取組 評価・課題 

                第２章 都の取組の点検・評価 
                   ３ 自然環境の保護と適正利用  

                     の推進 

 （２） 民間事業者等多様な主体との連携 

   ・指定管理者制度の導入（2006年度～） 

⇒「公の施設」の管理運営に指定管理者制度を導入（2018年度現在11施設） 

   ・協定に基づく連携事業の実施（2016年度～） 

⇒2018年度現在3社と連携協定を締結済、自然公園におけるボランティア
活動や事業ＰＲについて連携 

・東京都版エコツーリズムは、島
しょ地域における自然の保護と
観光の両立のための仕組みとし
て効果を発揮 

・東京都レンジャーは、登山者等
の救援活動等でも活躍 

 （３） 独自制度による自然の保護と利用の両立 

   ・東京都版エコツーリズム（認定ガイドの同行義務付け等） 

⇒2003年度から小笠原諸島（南島、母島石門）、2004年度から御蔵島で開始 

   ・東京都レンジャー（多摩地域、小笠原諸島） 

⇒利用者の安全確保のための遊歩道や標識など施設の点検・簡易補修、
現場巡回時に観光客への利用マナーの普及啓発等を実施 



第３章 今後の取組 
   １ 課題のまとめ 
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課題のまとめ 

課  題 

生物多様性に
配慮した緑化
を推進し、生き
ものの生息空
間を拡大する 

対   象 

生態系に配慮した
緑化の推進 

•島外ハンターを増強し、年間推定増加数相当の3,541頭を捕獲したため、推定生
息数は横ばいになったが、キョンの根絶に向けては、更なる捕獲対策の強化が
必要 

野生生物の適
正管理を推進
し、生態系や 

生活環境等へ
の影響の軽減
を図る 伊豆大島における

キョン防除 

アライグマ・ 
ハクビシン防除 

•捕獲数は右肩上がりに増加し、捕獲エリアが広がっていることから、生息域も広
範囲に渡っていると推定されるが、住宅地、農地、緑地など生息しているエリア
が広く、全体の生息状況の把握は困難 
•防除実施計画に基づく捕獲実施自治体は26区市町村に増えたが、捕獲エリアも
拡大しており、行政区域を超えた広域的な防除対策が必要 

生物多様性の認知
度向上 

エコロジカル・ネットワークの構築に 
向けた緑化の推進 

希少種の保全・外来種対策及び  
野生生物の適正管理 

           第３章 今後の取組 
              １ 課題のまとめ 

•これまで様々な事業の中で生物多様性に関連する普及啓発は実施してきたが、
生物多様性の認知度向上を図ることを直接目的とした普及啓発は未実施 

•生物多様性の認知度向上には、生物多様性保全に積極的な民間企業やNPO
等と連携した普及啓発が不可欠 

•生態系に配慮した緑化の普及啓発は2017年度に着手したばかりであり、緑化の
意義や効果の理解は進んでいない。 
•生態系に配慮した緑地の整備や維持管理に関する知識やノウハウを備えた人
材の育成が必要 
•生態系に配慮した緑地の拡大には、民間企業や業界団体との更なる連携が不
可欠 
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課題のまとめ 

課  題 対   象 

「自然公園の
潜在的な魅力
を掘り起こし、 
豊かな自然環
境や歴史・文
化の保全を図
るとともにその
利用を促進す
る」 
 

「世界自然遺
産である小笠
原諸島の自然
環境を将来に
わたり守り続
ける」 

民間事業者やボラ
ンティア等、多様な
主体との連携 

地元関係者との目
標共有・連携 

安全・安心・快適な
利用環境の確保 

自然環境の保護と適正利用の推進 

植生回復や外来種
対策等、積極的な
環境保全・再生 
（小笠原諸島） 

「自然公園ビジョン」に
基づく施策展開 

•利用者層や利用形態の多様化に対応した施設整備が必要 

•外国人旅行者が増加する中で、利用者から要望の多いトイレの洋式化や案内
板等の多言語化は、インバウンド対策の一つとして、2020東京大会までに実施
することが必要 

•障がい者をはじめ多様な利用者の来訪支援が必要 

•利用の多様化等による環境負荷の軽減を図るなど、良好な自然環境や景観を
維持するには、地元自治体や土地所有者等、域内の関係者と目標を共有し、理
解と協力を得ながら取り組むことが必要 

•協議にあたっては、協議会に参加する各構成員が各々立場が異なる主体であ
ることを認識し、互いの意見を尊重することが必要 

•自然公園のPRやイベントの実施等、魅力向上に向けて様々な事業を展開する
には、民間活力の導入が有効 

•連携の継続や拡大には、民間事業者にとっても自然公園事業との連携が魅力
的であることが不可欠 

•ノヤギ駆除により植物の生育環境は改善してきたが、外来植物の侵入が早く、
在来植生の回復には外来種対策が不可欠 

•聟島列島ではクマネズミ等が繁殖しており、海鳥等の生育環境確保には外来ネ
ズミの駆除が必要 
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第３章 今後の取組 
   ２ 取組の方向性 
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○ 生物多様性地域戦略 
 
・「緑施策の新展開」 の策

定（2012年5月） 
 
 
 

 
○ 生態系に配慮した緑化

の推進 
 
・在来種植栽登録制度「江戸 
  のみどり登録緑地」：6件

（2018年4月末） 
 

・生態系に配慮した緑化 
  講習会の実施：4回 
 （2017年度） 

 
 
 

•これまでの都の取組では、様々
な事業の中で生物多様性に関連
する普及啓発は実施してきた
が、生物多様性の認知度向上を
図ることを直接目的とした普及啓
発は未実施 

•生物多様性の認知度向上には、
生物多様性保全に積極的な民間
企業やNPO等と連携した普及啓
発が不可欠 

 
 
•生態系に配慮した緑化の普及啓
発は2017年度に着手したばかり
であり、緑化の意義や効果の理
解は進んでいない。 
•生態系に配慮した緑地の整備や
維持管理に関する知識やノウハ
ウを備えた人材の育成が必要 
•生態系に配慮した緑地の拡大に
は、民間企業や業界団体との更
なる連携が不可欠 
 

課題 現状の都の取組 

•地域戦略の改定プロセスにおいて
企業や都民等の関心を高め、生物
多様性の認知度向上を図っていく 
•地域戦略の改定にあたっては、国
際協調や民間企業やNPO等との
パートナーシップを重視した官民連
携を図っていく 
 
 
•「江戸のみどり登録緑地」の登録・
公表を通じて、生態系に配慮した緑
化に取り組む考え方や導入の効果
などを分かり易く紹介し、その普及
を促進する 
•緑地の設計や管理に携わる事業者
を対象に、「江戸のみどり登録緑地」
の現地見学や導入メリットや管理の
ノウハウを情報交換するなど、実務
的な講習内容を取り入れていく 
•造園建設業界や設計コンサルタント
業界と連携し、生態系に配慮した緑
化の設計や施工、管理に関わる人
材育成プログラムの立ち上げに向
けた検討を進める 

今後の取組 

（１）エコロジカル・ネットワークの構築に向けた緑化の推進 

 国及び世界の動向を踏まえて生物多様性地域戦略を改定するとともに、生態系に配慮した緑化の理解と促進を
図り、事業者による現場での取組を促進する 

 

        第３章 今後の取組  
           ２ 取組の方向性 
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○ アライグマ・ハクビシン防
除（2013～）：捕獲頭数
1,335頭（2017） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 伊豆大島におけるキョン
防除（2006～）：捕獲頭数
3,541頭（2017） 

 
 
 
 
 

•アライグマ・ハクビシンとも、捕獲
数は右肩上がりに増加し、捕獲
エリアが広がっていることから、
生息域も広範囲に渡っていると
推定されるが、住宅地、農地、緑
地など生息するエリアが広く、全
体の生息状況の把握は困難 
•防除実施計画に基づく捕獲実施
自治体は26区市町村に増加した
が、捕獲エリアも拡大しており、
行政区域を超えた広域的な防除
対策が必要 
 
•島外ハンターを増強し、年間推
定増加数（中央値）相当の3,541
頭を捕獲したため、増加に歯止
めがかかり推定生息数は横ばい
になった。キョンの根絶に向けて
は、更なる捕獲対策の強化が必
要 

課題 現状の都の取組 

•住宅地や農地での対策は実施され
ていることから、緑地における生息
状況調査を行い、生息分布等を把
握して、区市町村の取組につなげて
いく 
•捕獲主体である区市町村の取組段
階に応じた情報収集・提供を行い、
技術的支援を強化する 
•農作物獣害防止対策で捕獲実施し
ている市町村等に対しても、住宅地
における防除対策への参加を働き
かける 

 
•根絶に向けて、中長期的な対策の
検討を行い、銃器等による捕獲圧
力を強化する 
•銃器による捕獲強化に必要な補助
柵や、市街地におけるワナへの誘
導柵の設置を拡充する 
•検討委員会等での有識者の意見を
踏まえて、土地利用や地形に応じた
効果的な捕獲手法を検証し、捕獲
対策に反映させる 

今後の取組 

（２）希少種の保全・外来種対策及び野生生物の適正管理 

 区市町村の取組を促してアライグマ・ハクビシン防除対策を強化するとともに、捕獲圧力の増強と効果的な捕獲手
法の検証により伊豆大島におけるキョンの防除対策を強化する 
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課題 現状の都の取組 今後の取組 

（３）自然環境の保護と適正利用の推進 

 「自然公園ビジョン」の実現に向けた各種施策を展開する（「地元関係者との目標共有・連携」 「植生回復や外来種対策
等、積極的な環境保全・再生」 「安全・安心・快適な利用環境の確保」「民間事業者やボランティア等、多様な主体との連携」） 

（地元関係者との目標共有・  
連携） 

○ 高尾・陣場地区における
管理運営協議会の設置、
管理運営計画の策定 

○ 御岳山・日の出山地区
における管理運営協議会
の設置 

 
 
 
（植生回復や外来種対策
等、積極的な環境保全・再
生） 

○ 小笠原諸島におけるノ
ヤギなど外来種対策の実
施 

 
 

•利用の多様化等による環境負荷
の軽減を図るなど、良好な自然
環境や景観を維持するには、地
元自治体や土地所有者等、域内
の関係者との目標共有、理解と
協力を得た取組が必要 
•協議にあたっては、協議会に参
加する各構成員が各々立場が異
なる主体であることを認識し、互
いの意見を尊重することが必要 
 
•ノヤギ駆除により植物の生育環
境は改善してきたが、外来植物
の侵入が早く、在来植生の回復
には外来種対策が不可欠 
•聟島列島ではクマネズミ等が繁
殖しており、海鳥等の生育環境
確保には外来ネズミの駆除が必
要 

•高尾・陣場地区では、管理運営協議
会の場を活用して情報共有・連携を
図り、イベントやＰＲ等を地域との協
働で実施する 

•管理運営計画は、公園計画の改定
にあわせ適宜見直していく 

•協議にあたり、地区全体を視野に議
論すること、問題提起にとどまらず
各々の立場から解決策を提案する
ことを徹底し、方向性を共有する 
 
•父島でのノヤギ駆除を継続する 

•ノヤギを駆除した他島では、外来植
物の駆除を行い、在来植生の回復
を図る 

•クマネズミ等が生息する聟島列島で
は、外来植物の駆除に加えて、外来
ネズミの駆除を行い、海鳥等の生育
環境の回復を図る 
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課題 現状の都の取組 今後の取組 

（３）自然環境の保護と適正利用の推進 

（安全・安心・快適な利用環
境の確保） 

○ 自然公園施設の整備・
維持管理（登山道約334
㎞、トイレ126棟、ビジター
センタ―8か所等） 

○ トイレの洋式化率：75％
（2017） 

 
 
（民間事業者やボランティア
等、多様な主体との連携） 

○ 指定管理者制度の導
入：11施設（2018） 

○ 民間事業者との連携協
定の締結：3社（2018） 

•利用者層や利用形態の多様化
に対応した施設整備が必要 
•外国人旅行者が増加する中で、
利用者から要望の多いトイレの
洋式化は、インバウンド対策の一
つとして、 2020東京大会までに
実施することが必要 
•障がい者をはじめ多様な利用者
の来訪支援が必要 
 
•自然公園の魅力向上に向けて
様々な事業を展開するには、民
間活力の導入が有効であるが、
連携の継続や拡大には、民間事
業者にとっても自然公園事業と
の連携が魅力的であることが不
可欠 

•誰もが快適に自然公園を利用でき
るよう、洋式トイレや多言語標識を
計画的に整備する 
•トイレの洋式化については、電気設
備等、技術的に可能な箇所につい
て2020年までに8割完了を目指す 
•関係者の意見も聞きながら、先進事
例等の調査や障がい者登山等の
ケーススタディーを実施する 
 
 
•ＨＰやビジターセンター等施設にお
ける連携事業・協力事業者の紹介
や物販・イベント開催機会の拡充等
により、民間事業者等の連携モチ
ベーションの向上を図る 
•多様な事業者との連携が可能とな
るよう、自然環境調査の実施等、PR
以外の対象事業についても連携を
拡大していく 
•民間事業者等の連携ニーズの把握
に努め、新規の連携協定締結先の
獲得に向けて調整していく 
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参考資料 

自然環境の保護と適正利用の推進 

植生回復や外来種対策などによる自然環境の保全・再生      82 

ICTの活用によるレッドデータブック等の普及啓発                 86 

民間との連携による環境学習の推進（高尾の森自然学校）    87 

「花と緑の東京募金」を通じた自然環境保全の気運醸成        88 

自然環境保全のための人材育成・認証制度（ECO・TOPプ 

ログラム） 

水環境の向上（総量規制等）                                              90  

地下水の保全と利用の適正管理                                        91 

水辺環境の向上（清流復活）                                              92                                    

東京の自然環境 

緑化計画書制度による新たな緑の創出                           54 

花と緑による緑化の推進                                               55 

学校等校庭芝生化                                                       56 

生物多様性に配慮した緑化の推進                                 57 

在来種植栽の推進 

保全地域における生物多様性の保全                             65 

開発許可制度による緑地確保                                       66 

多摩の森林の針広混交林化と生物の生息・生育空間の 

復活 

保全地域における希少種保全の強化                             68 

伊豆大島におけるキョン防除事業                                  69 

ニホンジカ等の野生生物の適正管理の推進                    71 

希少種の保全・外来種対策  

企業、NGO/NPO、大学等とのパートナーシップによる緑 

地保全 

情報サイト「里山へGO!」を活用した保全活動の魅力発信   76 

体験プログラム等を通じた学びの機会の提供と人材の掘 

り起し 
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自然環境の多様性 

 東京には、地域ごとに独自の顔を持つ多様で豊かな自然が存在 

多摩山間部（森林） 

多摩丘陵部（保全地域） 

区部（江戸のみどり登録緑地[優良緑地]） 

島しょ部（小笠原諸島南島） 

東京の自然環境  参考資料 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 65 



 2013年の「みどり率※」は、前回調査（2008年）と比べ、都全域では「ほぼ横ばい」であったが、長期的には緑の減少
傾向が継続している 

※みどり率：東京のみどりの現状を把握するための指標（緑が地表を覆う部分に公園区域・水面を加えた面積が地域全体に
占める割合）、５年ごとに調査を実施 

 
みどり率の推移（単位：％、2003年～2013年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       みどり率（都全域）の増減要因（単位：％、2008年～2013年） 

 都全域のみどり率は、0.2ポイント減
の「ほぼ横ばい」 

 都立公園の拡張等により、「公園・ 
緑地」が増加 

 宅地開発の鈍化により、「農用地」、
「樹林・原野・草地」の減少幅が縮小 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

「みどり率」の推移 

 参考資料 

66 

東京の自然環境 



緑化計画書制度による新たな緑の創出 

• 都は2001年度から、建物の新築・増改築時に敷地の一定割合以上を緑化する「緑化計画書」の提出を条例で義務付け。 

• 緑化計画書の届出件数は民間の開発動向に左右されるものの、2001年度からの16年間で、屋上緑化だけで日比谷公園の13個分
に相当する約２０９ｈａの新たな緑を創出するなど、本制度は市街地における「みどり率」の向上に寄与 

再開発に併せて、敷地内（地上部、屋上）で緑化を行

なわれた事例。2013年みどり率調査では、新たな緑

地として算入されており、「みどり率」の増加に寄与 

○ 緑化計画書制度を通じて、市街地における新たな緑の創出は着実に進んでおり、引き続き、都市開発時にお

ける民間セクターの緑化を誘導し、緑あふれる都市東京を目指す。 

赤：新規植栽 約２０９ha 

 参考資料 

＜緑化計画書の届出件数及び屋上等緑化面積の実績＞ ＜市街地における緑化事例＞ 
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花と緑による緑化の推進 

• 都市の緑は、潤いや安らぎの付与、防災機能、生活環境の改善など多面的な役割を有しているが、東京２０２０大会を控え、こうした緑
の機能に人々を魅了する美しさという視点を加え、「花と緑」による緑化を推進 

• 2015年度から、「美しい緑」の創出に取り組む民間事業者の支援事業を開始し、都電荒川線における軌道敷緑化の実証実験を支援 

• 2017年度から、オリンピックの開催時期（夏）に「花と緑」で街を彩る実証実験に取り組む区市町村への支援事業を開始 

＜花と緑による緑化推進補助事業（対象：民間事業者）＞ 

○ 民間事業者や区市町村による先進的な緑化を支援し、２０２０年に東京に訪れる多くの方々への「おもてなし」

につなげ、「美しい都市東京」の魅力を世界に発信 

＜花の都プロジェクト（対象：区市町村）＞ 

荒川車庫前（145㎡） 

セダムを利用することで、年間を通じて散水不要の管理ができ

るなど、軌道敷という特殊な環境下での緑化ノウハウを蓄積 

大塚駅前（145㎡） 

町屋駅前（13㎡） 

夏季において、最新技術を活用した「花の魅せ方」や、地域と

連携した維持管理などに取り組み、そのノウハウを蓄積 

１ 
２ 

３ 

○ 台東区（浅草・雷門前商店街） 

ﾊﾝｷﾞﾝｸﾞﾊﾞｽｹｯﾄ 

○ 葛飾区（亀有駅前、都立農産高校等） 

商店街で水や
りなどﾊﾞｽｹｯﾄを
維持管理 

ﾌﾗﾜｰﾒﾘｰｺﾞｰﾗﾝﾄﾞは太
陽光発電による自動
散水機能を有し、維持
管理を省力化 ﾌﾗﾜｰﾒﾘｰｺﾞｰﾗﾝﾄﾞ 

 参考資料 
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学校等校庭芝生化 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

【私立幼稚園・私立学校・認可保育所の校庭芝生化整備数の推移】 
・2008年度に事業開始し、2017年度までに、261施設が芝生化を実施しており、芝生化が着実に進ん
でいる。 
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校庭芝生化整備数（累計） 

※上記のほか大島町所在施設も実施 

（参考）事業実施施設所在地 
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地球の限界（プラネタリー・バウンダリー）に基づく地球の状況   

資料：環境省「平成30年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」 

 「絶滅の速度」は、既に「不安定な領域を超えてしまっている（高リスク）」にあり、世界的な取組が必須 

生物多様性に配慮した緑化の推進  参考資料 
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鳥類、哺乳類、両生類及びサンゴ類のレッドリストインデックス（統合指標）   

資料：環境省「平成30年版 環境・循環型社会・生物多様性白書」 

 現代は「第６の大量絶滅時代」といわれ、過去の大絶滅と比べて種の絶滅速度が速く、その主な原因は人間活動
による影響であると考えられている。鳥類、哺乳類、両生類及びサンゴ類の統合指標では、絶滅に向かう方向に数
値が大幅に悪化。 

生物多様性に配慮した緑化の推進  参考資料 
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自由掲載 
（その後、報告書に記載するチャートとなります） 

生物多様性に配慮した緑化の推進  参考資料 
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「生物多様性国家戦略2012-2020」のポイント 

１．背景・目的 
○2010年（平成22年）10月、愛知県名古屋市において生物多様性 
 条約第10回締約国会議（COP10）開催。 
○COP10では、2011年～2020年までの生物多様性に関する世界目標 
 となる「愛知目標」が採択され、各国はその達成に向けた国別目標を 
 設定し、生物多様性国家戦略に反映することが求められている。 
○昨年３月に発生した東日本大震災を契機として自然の持つ恵みと 
 脅威の両面性とそうした自然と共生する知恵の重要性などを再認 
 識したことや、人口減少の進展をはじめとした昨今の社会状況を 
 踏まえ、人と自然との関係をいま一度見つめ直し、今後の自然共 
 生社会のあり方を示すことが必要。 
 
２．生物多様性国家戦略の役割・策定経緯等 
○生物多様性国家戦略は、生物多様性の保全と持続可能な利用に関 
 する政府の基本的な計画として、生物多様性条約第６条及び生物 
 多様性基本法第11条に基づき策定。 
○1995年（平成７年）に最初の生物多様性国家戦略を策定。その 
 後、2002年、2007年、2010年に策定しており、今回は５番目の 
 戦略（生物多様性基本法に基づく戦略としては２番目）。 
 
３．計画期間 
○今次戦略の計画期間は2012年度から愛知目標の目標年である 
 2020年度（平成24年度～平成32年度）。 

４．「生物多様性国家戦略2012-2020」のポイント 
①愛知目標の達成に向けたわが国のロードマップを提示 
○愛知目標の達成に向けたわが国のロードマップとして、目標年次を含 
 めたわが国の国別目標（13目標）とその達成に向けた主要行動目標（48  
 目標）を設定。 
○国別目標の達成状況を測るための指標（81指標）を設定。 
 
②2020年度までに重点的に取り組むべき施策の方向性として 
 「5つの基本戦略」を設定 
－５つの基本戦略－ 
 （１）生物多様性を社会に浸透させる 
 （２）地域における人と自然の関係を見直し・再構築する 
 （３）森・里・川・海のつながりを確保する 
 （４）地球規模の視野を持って行動する 
 （５）科学的基盤を強化し、政策に結びつける（新規） 
○生物多様性を社会に浸透させるため、「生物多様性の経済的価値価」 
 等の取組を充実・強化。 
 
③今後5年間の政府の行動計画として約700の具体的施策を記載 
○「愛知目標の達成に向けたロードマップ」の実現に向け、当面する５ 
 年間の行動計画として約700の具体的施策を記載し、50の数値目標 
 を設定。 
 
＜具体的施策の例＞ 
－生物多様性の経済的価値の評価、生物多様性の損失に伴う経済的損失、効果的
な保全に要する費用などの評価 
－各省連携による広域レベルでの生態系ネットワークの形成に向けた方策の検討 
－海洋保護区の設定の推進と管理の充実 
－野生生物の適切な保護管理の推進 
－愛知目標の達成に向けた国際的取組 
－生物多様性総合評価を愛知目標の中間評価が行われる2015 年までに実施 
－IPBES*への積極的な参加・貢献と国内体制の整備 
－生物多様性に配慮した東日本大震災からの復興・再生の推進 
* IPBES（生物多様性と生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム） 出典：環境省資料（抜粋） 

生物多様性に配慮した緑化の推進  参考資料 
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生物多様性に配慮した緑化の推進  参考資料 
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江戸のみどり登録緑地① 

【目的】 「緑施策の新展開」で示した生きものの生息空間に配慮した緑化を東京全域で展開するため、在来種に配慮
した植栽を推進する 

2014年5月 
「植栽時における在来種選定
ガイドライン」公表 

2014～2015年度 
「江戸のみどり復活事業（官民連
携）」実施 

2016年度 
「在来種植栽の設計・管理の
ポイント」公表 

2017年5月～  在来種植栽登録制度「江戸のみどり登録緑地」開始 

【経緯】 

・都と先進企業3社が協働し、在来
種植栽の管理上の課題や解決方
法等について検討、検証 

・事業者が東京都本土部の
緑化に適した在来種を選び
やすいよう、植物のリストや
選定に当たっての考え方な
どを明示 

・「江戸のみどり復活事業」の
成果を踏まえ、在来種植栽
を実践する上での留意点等
についてとりまとめ 

協力企業の緑地（三井住友海上火災保険
株式会社 駿河台ビル・駿河台新館） 

在来種植栽の推進  参考資料 
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江戸のみどり登録緑地② 

【制度の概要】      

 対象となる緑地 
・1,000㎡以上の敷地を有する民間建築物等の敷地

内の緑地 （緑化計画書の対象と同じ） 
 
 登録要件 

①緑地の面積 ： 樹木の植栽面積100㎡以上 
②在来種の割合等：次のいずれも満たすこと 

ア 面積割合 ： 高木 40％以上 
          中木及び低木 10％以上 
イ 在来種数 ： 高木 4種以上 
          中木及び低木  3種以上 

 
★ ①、②に加え、次の取組のうち2つ以上を行っている

ことが確認できれば、「優良緑地」として登録 

一 化学薬品を用いた除草剤・殺虫剤等の使用量
の低減 

二 昆虫類や鳥類等の餌場や隠れ場所等の確保 
三 生きものの生息生育環境としての目的を有す

る草地や水辺の配置 
四 前各号に掲げるもののほか、生きものの生息

生育環境への配慮 

 登録緑地となったら 
・シンボルマークを付与するとともに、都ＨＰ等で 
 積極的にＰＲ 

 

（左：優良緑地、右：一般緑地） 

 参考資料 在来種植栽の推進 
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「生態系に配慮した緑をつくるということ」に関し、 
設計、整備、管理の各ステージにおいて、関係者
の意識やノウハウ、人材や体制が不足 

 
 例） 
 ・見栄え重視で、植物の性質や管理を考えない設計 
 ・重機による土壌の締固めなど、植栽を顧みない施工 
 ・現場の状況に合わせることができない硬直的な管理 
  （認識不足、技術不足、仕様書の不備、管理費不足 など） 

◆ビオガーデン「フジクラ 
 木場千年の森」（江東区） 

 
 
 
 
 
 
 
 

◆日比谷パークフロント 
 （千代田区） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

◆ミサワパーク東京（杉並区） 

江戸のみどり登録緑地③ 

【見えてきた課題】      

◆三井住友海上駿河台ビル 
 ・駿河台新館（千代田区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
◆アークヒルズ 仙石山森タワー  
 （港区） 

 
 
 
 
 
 
 
 
◆飯野ビルディング（千代田区） 

○生態系に配慮した 
 緑化のための講習会 
 

 ・設計者、緑地管理者、 
  ゼネコン、行政など 
 ・2017年度 4回開催 
  （1/29、2/2、2/8、2/14） 
  参加者 約250名 
 

【現在の登録緑地 ６件 （2018年4月末）】 【普及啓発の取組】 

○民間団体（ＡＢＩＮＣ）との連携 
 

 ・緑地の評価を実践する民間組織の講習会でＰＲ 
  出席者 計4回、約120名 

在来種植栽の推進  参考資料 
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保全地域における生物多様性の保全 

• 都民の財産である貴重な自然を未来に残していくため、都は1974年から良好な自然地を「保全地域」として指定する制度を開始 

• 保全地域に指定されると、宅地造成など開発行為が制限されるため、都民の貴重な財産である自然地の永続的保全が可能 

• 保全地域は丘陵地を中心に50箇所（約758ha）が指定され、都内の緑を保全する象徴的な場所として機能 

＜保全地域の指定状況（５０箇所）＞ 

○ 地方自治体が土地の購入を含めて自然地を永続的に保全する制度は、全国的に見ても極めて稀な取組であ

り、本制度を通じて、大都市でありながら多様な自然環境を擁する首都東京のプレゼンスを向上 

＜保全地域の主な自然環境＞ 

雑木林 

環境省の「重要里地里山500」に「横沢入里山保全地域」 

（あきる野市）が選ばれるなど、保全地域の取組が高評価 

里山（横沢入） 

玉川上水 

開発行為の制限の代償措置として、保全地域における土地の買取

制度を併せて運用しており、これまで約８４％の都有地化を完了 

 参考資料 
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開発許可制度による緑地確保 

• 都は1973年度から、自然地を改変して建物の新築・増改築、宅地造成など開発行為を行う場合の「開発許可制度」を運用し、開発
事業者に対し、自然環境に配慮した開発計画の作成を誘導 

• 開発許可件数は、民間部門の開発動向に左右されるものの、この10年は各年度で４０～６０件を推移。３ha以上の大型開発案件に
ついては、各年度で数件程度に留まるなど、無秩序な都市開発に一定の歯止め。 

採掘区域で確認された希少植物をすべて移植するほか、移

植後の定着を確認するため、許可条件で年1回のモニタリン

グを義務付けるなど、動植物の生育環境への配慮を誘導 

○ 開発許可制度を通じて、都内の緑の減少に一定の歯止めをかけるなどの施策効果を確認 

○ 引き続き、都市開発時における自然環境に配慮した開発計画の策定を誘導し、東京の豊かな自然の保護と回

復を図る。 

＜開発許可事例（採石場）＞ 

【採掘区域（5.7ha）】 

東京２０２０大会によ

るインフラ需要の増

加に伴い、5.7haの森

林を新たに採石場と

して拡張 
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 参考資料 
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多摩の森林の針広混交林化と生物の生息・生育空間の復活 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

 荒廃した多摩の森林（人工のスギ林、ヒノキ林）における公益的機能（土砂流出防止、水源かん養、生物多様
性など）を向上させるため、間伐を実施。 
 将来的には、針葉樹と広葉樹の混じった針広混交林化することを目指す。 
 また、間伐を実施した３～５年後には枝打ちを行い、表土の流出を防止し、水の浸透機能と下層植生の回復を
促進。  

間伐実施直後の森林 間伐実施から数年後の森林 
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保全地域における希少種保全の強化 

• 「保全地域」は、雑木林、ため池、水田など多様な自然環境を有しており、こうした豊かな自然環境を背景に、都のレッドリストに掲載
された数多くの絶滅危惧種が生息・生育している。 

• しかし、一部の心無い方による「盗掘」や、散策者等による「踏み荒らし」などにより、希少種の生育環境が脅かされており、保全地
域の生物多様性をまもるためには、そこに息づく希少種の保全が必要 

＜保全地域における希少種保全の必要性＞ 

○ 地域の生物多様性を育む「保全地域」の質を高めるため、すべての保全地域で希少種保全策を推進 

＜保護柵・カメラの設置＞ 

希少種が群生する区域に防護 

柵を設けるほか、トレイルカメラ 

を設置し、盗掘や踏み荒らしを 

未然に防止 

⇒東中野保全地域では、柵の 

設置により、カタクリ株数が回復 

キンラン・ギンランなどのラン科植物が観賞用 

として盗掘されるほか、昨今のトレッキング 

ブームによる散策者の増加に伴い、 

緑地等が踏み荒らされる傾向 

⇒希少種が生育できる自然環境の保全が、 

地域の生物多様性の保全につながる。 

盗 掘 踏み荒らし 

人が立ち入る
ことで、道が 
できてしまっ
た。 

防護柵 カメラ 
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＜柵設置前後のカタクリ株数＞ 

（八王子東中野） 

スケジュール 2014 2015 2016 2017 2018 2019～2024 

保護柵等の 

設置 

・清瀬中里 

・八王子東中野 

・南沢 

・連光寺若葉台 

・八王子長房 

・海道 

・八王子館町 

・東豊田 

・宝生寺 

・八王子大谷 

各年度 

２地域 

監視カメラの 

設置 

・図師小野路 

・横沢入 

・七国山 

・八王子滝山 

・矢川 

・日野東光寺 

・柳窪 

・戸吹 

・八王子戸吹北 

・清瀬御殿山 

各年度 

２～３地域 

キンラン 

 参考資料 
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2018年度の取組 

 年間目標 （2018年度） 

・キョンの生息数を低減させるため、事業全体でキョンの 

 予測増加数（中央値）を上回る、約５，０００頭以上を 

 捕獲目標とする。 

 取組み 

（１）柵の設置 

・キョンの移動を防ぐための柵を設置 

・効率的な銃猟を行うための小区画を設置 

 （捕獲補助柵） 

・市街地周辺において、わな等へキョンを 

 誘導するための柵を設置 

（２）銃器、わな、張り網による捕獲 

・土地利用や地形などを踏まえて、効率的な 

 捕獲方法を選択して捕獲を実施 

 

2018年度 キョン対策事業の区域（予定） 

・現地の状況に合わせて区域を設定し、
捕獲事業を実施 

 

外来生物対策事業 
 □ 緊急対策事業対象   

区域以外  
 

緊急対策事業 
 ■  防除Ａ（高密度地域）    
 ■  防除Ｂ（市街地周辺） 
 ■  防除Ｃ（開放地） 
 □  防除Ｄ（2018拡充地域） 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

伊豆大島におけるキョン防除事業  参考資料 
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キョンとるず 

 捕獲の機運を高めるため、キョン捕獲チームを結成 

 2017年6～7月 名称及びロゴマークを公募 

 2017年11月6日 名称及びロゴマークの表彰式を開催 

 2017年11月22日  大島にて結成式典を開催 

               ※構成メンバー：町民28人、 
                         捕獲事業者5社（約20人） 

 

 活動実績 

・「キョンとるず通信」の発行 

  １号 2018年1月 結成式典の開催 

  ２号 2018年6月 目撃情報提供のお願い 

・目撃情報の収集・活用 

   2018年7月～ 町民からの目撃情報を捕獲事業者へ提供 

 

 今後の取組 

・講習会の開催 

 

名称  「キョンとるず」  

ロゴマーク 
 
 
 
 
 
 

伊豆大島におけるキョン防除事業  参考資料 
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ニホンジカ等の野生生物の適正管理の推進 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

●これまでの経緯 

1976年度 シカ狩猟禁止（奥多摩町） 

  ・26年間にわたる狩猟禁止措置 

  ・温暖化による死亡率の低下 

2002年度 オスジカ狩猟禁止解除 

2004年度 土砂流出被害 

2005年度 シカ保護管理計画策定 

        →メスジカ狩猟解禁 

2005.9月～2007.3月 第１期シカ保護管理計画 

2007.4月～2012.3月 第２期シカ保護管理計画 

2012.4月～2017.3月 第３期シカ保護管理計画 

2015.5月 鳥獣保護法の改正 

      「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」 

       ↓（改正） 

      「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」 

2015.5月～2017.3月 第４期第二種シカ管理計画 

2017.4月～2022.3月 第５期第二種シカ管理計画 

治山事業による土砂流出被害の解消 

奥多摩町の被害甚大地域（出典：第５期東京都第二種シカ管理計画） 
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ニホンジカ等の野生生物の適正管理の推進 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

 第５期東京都第二種シカ管理計画 

 （１）計画の期間  

   2017年4月1日から2022年３月31日まで 

 

 （２）管理区域 

  八王子市の一部、青梅市、あきる野市、日の出町、檜原村及び奥多摩町 

 

 （３）目標 

 ① 森林生態系の回復・保全 

 ② 農林業被害軽減    等 

 

シカ管理計画に基づく管理区域 

（出典：第５期東京都第二種シカ管理計画） 
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アライグマ・ハクビシン防除：基本方針「東京都アライグマ・ハクビシン防除実施計画」 

【対象種】   アライグマ・ハクビシン 

【防除区域】 東京都全域 

【期間】    2013年12月18日から2021年3月31日まで 

【防除目標】 アライグマ：最終的には野外からの根絶 

         ハクビシン：生態系、農林水産業及び 
                生活環境への被害軽減 

【実施体制】 

東京都 
○防除実施計画等の策定 
  ⇒取組方法等の技術的助言 
○区市町村担当者への情報提供 
○区市町村間、専門家等との調整 
○区市町村の事業費に対する補助 

各区市町村 
○外来種防除の実施 
〇実績の集計検証 
○住民等への普及啓発、事業の広域化 

  地域住民（住民・ＮＰＯ団体等） 
○捕獲補助（見回り、エサ替え等） 
○目撃情報等の提供 

連携 

情報提供 
捕獲補助等 

情報提供 
わなの設置等 

アライグマ 

ハクビシン 

 参考資料 希少種の保全・外来種対策 

86 



企業、NGO/NPO、大学等とのパートナーシップによる緑地保全 

• 里山や雑木林などの自然地は、間伐や下草刈りなど「人が手を加える」ことで多様な自然環境が維持されてきたが、生活様式の変化
等により、こうした「人の手入れ」がなされず、一部の自然地では荒廃が進んでいる。 

• このため、都と企業・大学が協定を締結し、都の保全地域において保全活動を体験できる機会を設け、企業に対してはCSR活動の場
を提供、大学生に対しては実地で自然の成り立ちやその恵みを学ぶ機会を提供し、東京の自然環境を守る気運を醸成する。 

○ 企業のCSR活動の場として、また次代を担う若者が自然を学ぶ場として保全地域が有効に活用されており、こうし

た取組を一層充実させ、都民とともに自然を育み、大切にする気運醸成を目指す。 

＜東京グリーンキャンパス・プログラム（大学）＞ 

東日本大震災の発生や、東京2020 

大会を控え、企業のCSR活動は多様 

化傾向にあり、参加企業数及び実施 

回数は減少傾向であったが、2017年 

度は広報を充実させ、29社（延べ 

1,206名）まで回復 
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＜東京グリーンシップ・アクション（参加企業数・実施回数）＞ 

 

 

 

 

• 授業の一環として、都の保全地域において、竹の伐採、植樹、

草刈りなどを体験し、自然の役割やその重要性を学ぶ。 

• 受講者数の関係で、参加者数に増減はあるが、例年２００名

程度が参加。2018年度は武蔵野大学が参加し、５大学に拡大 

【参加者数】2016年度：２１２名、2017年度：１６９名 

恵泉女学園 首都大 

桜美林大学、恵泉女学園大学、明星大学、 首都大学東京 

※2018年度から武蔵野大学が参加予定 

参加大学 

明星大 

田植え（住友不動産㈱） 

 参考資料 
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情報サイト「里山へGO！」を活用した保全活動の魅力発信 

• 緑の保全活動を継続的に行い、多様な自然環境を維持していくためには、間伐・下草刈りなど保全活動の担い手の確保が必要 

• このため都は、保全活動の情報サイト「里山へGO！」を平成27（2015）年7月に開設し、初心者に保全活動の魅力を分かり易く発信
するとともに、気軽に活動に参加してもらえるよう普及啓発活動を展開 

○ 「里山へGO！」の運用開始後、サイトのアクセス数及び、登録者は増加傾向にあり、保全活動の魅力発信に向

け、サイトのコンテンツの充実の図りながら各種広報活動を展開 

＜「里山へGO！」アクセス数及び登録者数の推移＞ ＜「里山へGO！」の概要＞ 

• 東京の里山の紹介から、間伐・下草刈りなどの保全活動の

イロハを初心者にも分かりやすく解説 

• サイト上では、保全地域で保全活動を体験できる各種プロ

グラムの申し込みも可 

※2016年12月に 

「日本WEB大賞」を受賞 

＜活動時の服装＞ 

ｱｸｾｽ数 

ｻｲﾄ登録者数（右目盛り） 

広報東京都掲載 
交通広告 

交通広告 

井の頭 
ｲﾍﾞﾝﾄ 

• 都営三田線・新宿線の交通広告により、ｱｸｾｽ数及びｻｲﾄ

登録者数は増加 

• 広報東京都（特集記事）やイベント出展により、保全活動の

内容や魅力を直接訴求し、サイト登録者の増加に寄与 

 参考資料 
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体験プログラム等を通じた学びの機会の提供と人材の掘り起し 

• 緑の保全活動を継続的に行い、多様な自然環境を維持していくためには、間伐・下草刈りなど保全活動の担い手の育成が必要 

• このため都は、2015年7月から未経験者でも気軽に保全活動に参加できる「保全活動体験プログラム」を開始し、新たな保全活動の担
い手の確保と育成を推進 

○ 体験プログラム参加者のうち、10名が保全団体に加入して継続的に保全活動に参加するなど、保全活動を担う人

材の育成効果が表れ始めている。 

＜体験プログラムの概要＞ 

• 「里山へGO！」による広報を行った結果、2017年度の参加

人数は、開始年度（240人）の3倍以上となる831人に達した。 

• 1回当たり参加者数も着実に増加し、プログラムの実施に協

力する地元保全団体との連携体制も強化されつつある。 

＜活動時の服装＞ 

• 新宿から保全地域の最寄駅までの所要時間と 

参加者数の関係をみると、その関連性は低い。 

• 上位グループは、たけのこ掘り（多摩東寺方）、 

田んぼ作業（横沢入）など、その地域特性を 

活かした活動が特徴 

• 下位グループは、間伐など定番活動が中心 

⇒活動内容の充実を図ることで、さらなる参加者増が見込める。 

９：３０ 開会式 活動のガイダンス、自己紹介 

１０：００ 自然観察 
動植物を観察しながら、里山や樹林地の成り立
ちを学ぶ。 

１０：３０ 保全活動 下草刈り、間伐を体験 

１２：００ 昼食 自然の中での食事は、また格別！ 

１３：００ ｸﾗﾌﾄﾜｰｸ 間伐した竹を活用したｸﾗﾌﾄﾜｰｸ体験 

１４：００ 閉会式 参加者と達成感を分かち合い、活動終了 

＜保全地域別の平均参加者数と、保全地域の最寄駅までの所要時間＞ 

上位グループ 下位グループ 

ﾀｹﾉｺ堀り 

 参考資料 
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多様で豊かな東京の自然公園 

区分 名称 面積（ha） 

国立 
公園 

秩父多摩甲斐 35,298 

富士箱根伊豆 27,499 

小笠原 6,629 

小計 69,426 

国定 
公園 

明治の森高尾 770 

都立 
自然 
公園 

滝山 661 

高尾陣場 4,403 

多摩丘陵 1,959 

狭山 775 

羽村草花丘陵 553 

秋川丘陵 1,335 

小計 9,686 

合計 79,882 

 東京都には、３つの国立公園、１つの国定公園、６つの都立自然公園があり、総面積は79,882haに上る。 

 東京の自然公園は山地から丘陵地、台地・低地を経て海へと続く多摩部と区部、あるいは火山活動に由来し、
海洋の影響を受けて成立した島しょ部など、東京の自然の骨格の主要な部分を構成するものでもある。 

 ひとつの都道府県の中で、これほど多様性に富んだエリアが見られることは、東京の大きな特徴である。 

 参考資料 

【小笠原（南島）】 【雲取山】 【鳩ノ巣渓谷】 【三宅島（雄山）】 

自然環境の保護と適正利用の推進 
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順位 都道府県 
自然公園面積 

（ha） 
主要資源 

都県域に対する割合
（％） 

1 滋賀県  約15万 琵琶湖 37 

2 東京都    約8万 
雲取山～高尾山～狭山丘陵ほか
丘陵地～伊豆諸島～小笠原 

36 

3 三重県  約20万 伊勢志摩、吉野熊野 35 

4 富山県  約13万 中部山岳、白山 30 

5 大分県  約17万 耶馬溪、祖母傾 28 

6 山梨県  約12万 南アルプス、西沢渓谷、奥秩父 27 

7 新潟県  約32万 上越山脈、佐渡 25 

全国合計 約550万 15 

出典：自然公園ビジョン（2016年自然公園の手引きから作成） 

都県域面積に対する自然公園面積の割合 

 東京都には、３つの国立公園*1、１つの国定公園*2、６つの都立自然公園*3があり、自然公園の総面積は
79,882haに上る。 

   *1 秩父多摩甲斐、富士箱根伊豆、小笠原 
   *2 明治の森高尾 
   *3 滝山、高尾陣場、多摩丘陵、狭山、羽村草花丘陵、秋川丘陵 

 自然公園の東京都総面積に占める割合は約36％（全国２位）。 

自然環境の保護と適正利用の推進  参考資料 

91 



⇒ 自然公園の便所洋式化を、洋式化方針に基づき2019年度末までに屋内100％、屋外80％以上達成 

 

 都民ニーズの高い自然公園トイレの洋式化 

・自然公園利用者アンケートの便所施設に関する要望（1,010人が3項目までを選択）  

の結果、５８％が「洋式化」を要望（１位） 

 便所の洋式化方針の策定（2018年3月） 

 ・ 水洗化できる便所については、洋式便所を基本とする。 

 ・ 男女ごとに複数の便房が有る便所を洋式化する場合、１か所は和式を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 洋式化方針に基づく計画的な整備の実施 

洋式化整備事例（高尾薬王院便所） 

 
出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 自然環境の保護と適正利用の推進 

施設整備：トイレの洋式化 
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 小笠原諸島の豊かで独特な自然は、2011年6月にフランスのパリで開催された第35回世界遺産委員会におい
て、世界自然遺産の『生態系』の評価基準に合致するとして評価され、同年6月29日に世界自然遺産として登
録された。 

 世界遺産委員会の審議では、小さい島でありながら、小笠原でしか見ることのできない固有種の割合が高い
こと、特に陸産貝類（カタツムリの仲間）や植物において、進化の過程がわかる貴重な証拠が残されていること
が高く評価された。 

小笠原諸島の「世界自然遺産」としての価値 

固有種 94% 

その他 
6% 

陸産貝類 
（在来種） 

106種 

【世界遺産委員会における評価の内容（登録基準：生態系）】 

• 資産の生態系は様々な進化の過程を反映しており、それは東南アジア
および北東アジア起源の植物種の豊かな組み合わせによって現されて
いる。また、そのような進化の過程の結果、固有種率が極めて高い分類
群がある。植物相では、活発な進行中の種分化の重要な中心地となっ
ている。 

• 小笠原諸島は、陸産貝類の進化および植物の固有種における適応放散
という、重要な進行中の生態学的過程により、進化の過程の貴重な証拠
を提供している。小笠原群島の島の間の、時には島の中における細や
かな適応放散の数々の事例は、種分化および生態学的多様化の研究、
理解の中核となっている。この特徴はさらに、陸産貝類などにおける絶
滅率の低さにより、強化されている。 

• 小笠原諸島においては、固有性の密度の高さと適応放散の証拠の多い
ことの組み合わせが、他の進化過程を示す資産よりも際だっている。小
面積であることを考慮すると、小笠原諸島は陸産貝類と維管束植物にお
いて並外れた高いレベルの固有性を示している。 

固有種 
 37% 

維管束植物 
（在来種） 

441種 

その他 63% 

出典：世界遺産一覧表記載推薦書 出典：決議案概要 

植生回復や外来種対策などによる自然環境の保全・再生  参考資料 
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   ①アカガシラカラスバトの保護増殖 
 
 
 
 
 
 
 
 

   ②オガサワラシジミの保護増殖 
 
 
 
 
 
 
   ③その他東京都版エコツーリズムの導入、外来種侵入防止 など      

グリーンアノール 

・東京都、（公財）東京動物園協会では小笠原で数を減らして
いたアカガシラカラスバトを生息域外で飼育する試みを2001
年にスタート。 

・2002年には繁殖に初めて成功し、2017年度末時点で、上野
動物園、多摩動物公園及び井の頭文化園で合わせて47羽
まで増殖 

飼育増殖したアカガシラカラスバト 上野動物園 繁殖センター 
（非公開）） 

食樹 オオバシマムラサキ 
オガサワラシジミ成虫（野生） 

・母島のごく限られた場所にしか生息しなくなった
オガサワラシジミの生息状況の改善を進めると
ともに、多摩動物公園において代を重ねる累代
飼育技術を開発 

 

現在の状況（植生が回復） 過去の状況（赤土流出） エコツーリズムの実施 

下船時の靴の泥落し指導 
≪東京都版（利用調整型）エコツーリズム等による植生回復＠南島≫ 

≪都レンジャーによる啓発例≫ 

オガサワラシジミ幼虫 

≪様々な外来種への対応≫ 

ツヤオオズアリ 

植生回復や外来種対策などによる自然環境の保全・再生  参考資料 

小笠原の豊かな自然の積極的な保全・再生 
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【東京都の保護上重要な野生生物種（東京都レッドリスト）の調査】 

○東京に生息生育する野生生物について、生物学的観点から個々の種の絶滅の危険性を評価し、 
  絶滅のおそれのある種を選定してリスト化（東京都レッドリスト） 
○東京都では概ね10年毎に改定 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

1998年版 2010年版

掲載種 掲載種

植物 642 800

哺乳類 31 37

鳥類 107 162

爬虫類 13 14

両生類 14 15

淡水魚類 37 38

昆虫類 459 394

甲殻類 対象外 15

クモ類 対象外 33

貝類 対象外 71

合計 1,303 1,579

　　    項目
分類群

1998年版 2011年版

掲載種 掲載種

植物 306 348

哺乳類 4 5

鳥類 68 42

爬虫類 9 11

魚類 対象外 22

昆虫類 266 109

甲殻類 対象外 8

クモ類 対象外 32

貝類 対象外 40

合計 653 617

　　  項目
分類群

1998年版 2011年版

掲載種 掲載種

植物 121 169

哺乳類 1 2

鳥類 23 32

爬虫類 1 6

魚類 対象外 30

昆虫類 217 275

甲殻類 対象外 13

クモ類 対象外 12

貝類 78 86

合計 441 625

　　  項目
分類群

 ●本土部                  ●伊豆諸島           ●小笠原諸島  

ICTの活用によるレッドデータブック等の普及啓発 

○レッドリスト掲載種の生息状況等をとりまとめて編纂 
  した東京版のレッドデータブックは、専用ホームペー 
  ジ にて掲載 

【レッドデータブック東京の普及啓発】 
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参加人数 実施回数（右目盛り）

（人） （回）

（年度）

民間との連携による環境学習の推進（高尾の森自然学校） 

• 都民に効果的な環境学習の機会を提供するためには、行政だけでなく民間事業者の活力・ノウハウを導入することが重要 

• 八王子市内の緑豊かな未利用都有地を活用し、都とセブン-イレブン記念財団が協働で環境学習施設「高尾の森自然学校」を2015年
４月に開設。セブン財団がこれまで培ってきた経験やノウハウを活用し、幅広い自然環境学習プログラムを展開 

○ セブン財団のこれまでの環境貢献活動の経験・ノウハウを活かし、未利用都有地が自然環境学習の場として再

生され、多くの都民が施設を利用 

○ 引き続き、都と財団との連携を強化し、質の高い自然体験活動の機会を都民に提供 

＜高尾の森自然学校の概要＞ 

【民間ノウハウを活用したプログラム例：はたらく馬フェス】 

概 要 

場 所 八王子市川町（約２６．５ha） 

運営主体 （一財）セブン-イレブン記念財団及び東京都 

業務分担 

【財団】 スタッフを常駐させ、各種プログラムや緑地
保全活動を実施 

【  都  】 上下水道などの基盤整備 等 

2015年の開校後、ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑの実施回数及び

参加者数は順調に伸

長 

＜環境学習プログラムの参加者数及び実施回数の推移＞ 

伐採した木を馬で運び出す「馬搬」や、馬

と一緒に畑を耕す「馬耕」など、かつて日

本各地で行われていた農作業を体験し、

自然と共生した生活様式を学ぶ。 

⇒セブン財団のネットワークを活用し、 

各地の農耕馬を招聘 
高尾の森自然学校 

 参考資料 
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「花と緑の東京募金」を通じた自然環境保全の気運醸成 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

456  879  

2,980  
4,093  

7,999  

12,310  

15,617  

17,694  18,234  
19,190  

22,274  

25,731  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
（千円） 

累計寄附額の推移 
累計募金額 

【寄附額の推移及び充当事業指定の内訳】 
 (2016年7月～2018年5月) 

 累計寄附額の推移 
 ・募金件数は336件で、累計寄附額は25,731,446円 
 ・寄附額については、大口の寄附があった際に大きく増加   
  するが、全体としては概ね安定して推移している。 
 
 充当事業指定の内訳 
 ・「花と緑」と「芝生化」が「指定あり」の約７割を占めている。 
  *2016年度「指定なし」は当該年度「指定あり」寄附額の割合に基づいて各事業に分配 

花と緑の 

おもてなし 

5,815,173円  
23% 

緑をまもる 

人材育成 

1,165,665 円 
4% 

校庭の芝生化 

5,576,975 円 
22% 

花粉の少ない

森づくり 

3,557,022 円 
14% 

指定なし* 

9,616,611円 
37%  

充当事業指定の内訳 
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自然環境保全のための人材育成・認証制度（ECO-TOPプログラム) 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

【ECO-TOPプログラム修了者の推移】 
 制度創設当初から2017年度まで244名をECO-TOPプログラム修了者として登録し、 
 概ね安定した登録者数の推移を示している。 

5 
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199 

214 
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

ECO-TOPプログラム修了者の推移（累計） 

ECO-TOPプログラム修了者 

(人） 

(年度） 
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水環境の向上（総量規制等） 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

• 公共用水域に排水する事業場への規制・指導を着実に行っている 
• 海域（東京湾）の水質は、東京都だけではなく東京湾への流入域の関係県からの排水の影響も受けるため、関係県でも東京都と同

様に、総量規制等の指導を行っている 

○ 引き続き、国や他県とも連携しつつ、対象事業場に対して、総量規制等を着実に実施 

＜都内各河川のＢＯＤ経年変化＞ ＜東京都内湾のＣＯＤ経年変化＞ 

東京湾の水質は、1975年以降、ほぼ横ばい 

2016年度の東京都内湾のCODの環境基準達成率は25％

（１水域/４水域） 

1971年から見てみると、水質が大幅に改善 

2016年度の河川のBODの環境基準達成率は100％ 

2006年度以降90％以上の高い達成率を維持 
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 参考資料 



地下水の保全と利用の適正管理 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

○ 適正な揚水規制を継続するとともに、更なる東京の地下水実態把握に向けたデータ収集や調査解析等を推進 

• 法令に基づき、地下水の揚水規制を行いながら、都内の地下水位と地盤収縮等の現状を分析するとともに、地下水の実態を様々な
角度から検証 

• 都内の地下の構造は地域により多様性に富んでおり、地下水の実態把握は、高度な専門知識に基づく中長期的な取組が必要 

累積沈下量及び地下水位の経年変化（江東区亀戸） 
 

水文学、地質学、環境法等の有識者で構成する地下水対策

検討委員会において、東京の地盤沈下と地下水の現状につ

いて継続的に検証を行い、地下水実態把握の取組に反映 

都はこれまで、法の規制に加え、条例による揚水規制を行ってお

り、近年、地盤沈下は沈静化 

地盤沈下は不可逆的な現象であり、過剰な揚水が行われれば、再

び沈下が進行する恐れがあることから、適切な揚水規制は不可欠 
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水辺環境の向上（清流復活） 

出典：東京都環境局自然環境部計画課作成 

 参考資料 

• 過去に水量が著しく減少した都市河川や水路に下水の高度処理水を導水し、水辺環境の維持、回復に努めている。 

• 事業開始から30年が経過し、身近な水辺として地元に定着しており、今後も事業を安定的に継続していくことが求められる。 

○ 引き続き、庁内関係局がそれぞれの役割を果たしながら、事業を安定的に継続していく。 

＜清流復活事業 導水河川・水路＞ 

＜通水開始前後の玉川上水＞ 
＜城南三河川における事業効果＞ 

＜水量の回復した目黒川＞ 

BOD 
㎎/L 
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